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はじめに 

 

 平成 27年度施行の子ども・子育て支援新制度に基づく，第１期

高知市子ども・子育て支援事業計画（平成 27 年度～令和元年度）

では，「希望あふれる未来に向けて みんなで支え育ちあう子ども・

子育て支援のまちづくり」の基本理念のもと，３つの基本方針を骨

格に施策の体系を組み立て，５つの重点施策を中心に各個別施策

を進め，子どもとご家庭への支援の充実を図ってまいりました。 

 

 第１期の計画期間中には，重点施策である「健やかな子どもの誕

生への支援」の充実に向け，子育て世代包括支援センター（令和

７年度より「親子サポートステーション」に名称変更）を新たに

２か所開設し，妊婦歯科検診及び新生児聴覚検査，産後ケア事業

などを開始するとともに，子育てサークルや子育て集いの場への補助創設，地域子育て支援セ

ンターの増設などの施策を実施し，このほか，保育所・認定こども園の耐震化の推進，子ども

医療費助成の小学生までの拡充，幼児教育・保育の無償化などハード・ソフトの両面で取組を

強化いたしました。 

 

 第１期に引き続き，子どもと子育て家庭を支えるまちづくりを進めるために策定した第２期

計画（令和２年度～令和６年度）においては，第１期計画の基本理念，基本方針を継承すると

ともに，子どもの貧困対策の推進に関する法律に基づく，子どもの貧困対策推進計画を内包し

ました。計画の期間には新型コロナウイルス感染症の影響を受けて，事業の見直しを余儀なく

されることもありましたが，市民の支援ニーズに対応する包括的支援体制を構築し，相談支援・

参加支援・地域づくりに向けた支援を一体的に実施する「重層的支援体制整備事業」を行うこ

とで「地域共生社会」の実現のための取組を進めてきました。また，令和６年には「こどもみ

らいセンター」を設置し，母子保健分野と児童福祉分野の更なる連携強化を図っています。 

 

 しかしながら，少子高齢化・人口減少社会の進展による出生数の減少や，地域コミュニティ

の衰退，多世代同居家庭の減少などを背景に，子育ての不安感や負担感，孤立感を感じる家庭

は少なくなく，第２期計画の基本理念に掲げる社会全体で子どもと子育て家庭を支えるまちづ

くりは，これからも継続して取り組んでいく必要があります。 

 

 このため，第３期計画の策定においては，これまでの基本理念，基本方針を継承し，個別施

策については，社会情勢の変化や，法や制度の動向等を反映した内容に改め，令和５年度に保

護者2,000人に対して実施したニーズ調査の結果を反映しました。個別施策を計画的に推進し，

ＰＤＣＡサイクルによる進捗管理を実施することで，計画全体を着実に推進してまいります。 

 

 最後に，本計画の策定に当たりまして，熱心にご審議賜りました高知市子ども・子育て支援

会議の委員の皆様をはじめ，貴重なご意見，ご提言をお寄せいただきました市民の皆様に心か

ら感謝を申し上げます。                         

 令和７年３月 

高知市長 桑名 龍吾 
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１ 計画策定の背景 

我が国においては，これまで子育て支援社会の構築を目指し，様々な対策を行ってきましたが，

少子化の進行を食い止めるまでには至っていません。逆に，少子化の急速な進行により，家族・

地域・雇用環境など子ども・子育てを取り巻く環境が変化し，子育ての孤立感や負担感の増加，

家庭や地域における子育て力・教育力の低下などの課題が見られました。 

これらの課題を解決していくため，「子ども・子育て関連３法」が平成24年に制定されました。

これらの法律に基づき，社会全体で子どもの健やかな成長や子育てを支援するための新たな仕組

みを構築し，幼児期における質の高い学校教育・保育の総合的な提供，保育の量的拡大，地域の

子ども・子育て支援の充実を推進していく「子ども・子育て支援新制度」が平成27年４月から始

まりました。 

新制度において，５年間の計画期間における幼児期の学校教育・保育，地域の子育て支援につ

いての需給計画として「市町村子ども・子育て支援事業計画」の策定が義務づけられました。 

その後，日本国憲法及び児童の権利に関する条約（子どもの権利条約）の精神にのっとり，全

ての子ども・若者が将来にわたって幸せな生活ができる社会，いわゆる「こどもまんなか社会」

を実現するため，令和５年に「こども基本法」が施行されました。そして，子ども施策を総合的

に推進するために，子ども施策に関する基本的な方針や重要事項を定めた「こども大綱」が策定

され，子どもや若者の最善の利益を第一に考え，子どもや若者，子育て当事者等の意見を取り入

れながら，子ども施策を推進していくこととしています。 

 

※「こどもまんなか社会」とは 

次代の社会を担う全ての子どもが，生涯にわたる人格形成の基礎を築き，自立した個人として等し

く健やかに成長し，子どもの心身の状況，置かれている環境等にかかわらず，その権利の擁護が図

られ，将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会 

 

■こども基本法に定められた６つの基本理念 
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２ 高知市における子どもと子育てを取り巻く現状 

（１）人口の推移 

人口の推移を見ると，総人口は減少が続いており，平成31年は328,283人でしたが，令和６年

には314,116人となっています。年齢区分別に見ると，「65歳以上」を除く全ての年齢区分で減

少が続いており，特に「０～５歳」は，平成31年の15,216人から令和６年は12,097人と，3,119

人の減少で，20.5％の減少となっています。 

■人口の推移 

   
資料：住民基本台帳人口（各年４月１日現在） 

 

  

15,216 14,653 14,043 13,463 12,977 12,097

16,563 16,377 16,051 15,877 15,507 15,218

17,996 17,623 17,406 17,105 16,941 16,718

70,832 69,141 67,998 66,329 64,916 63,230

111,801 111,330 110,825 110,575 110,213 109,532

95,875 96,582 97,221 97,373 97,085 97,321

328,283 325,706 323,544 320,722 317,639 314,116
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（２）婚姻の動向 

婚姻件数を見ると，平成30年の1,520件から減少が続き，令和４年は1,224件となっています。

また，高知市（以下「本市」という。）の婚姻率は低下が続いており，高知県よりは上回って

いますが，全国を下回って推移しています。 

■高知市における婚姻件数の推移と婚姻率の全国・高知県との比較 

   

※ 「婚姻率」について・・・人口千人に対する婚姻件数の割合のことをいいます。 

 資料：人口動態調査（厚生労働省），高知市の婚姻率は高知市ＨＰの「日本人人口（各年 10 月１日現在）」を基に算出 

 

未婚率の推移を見ると，平成22年からの10年間で，男性は30歳代前半以降で，女性は40歳代

で上昇しています。 

■未婚率の推移 

   
 

※  「未婚率」について・・・各年齢区分ごとの人口に対する未婚者数の割合をいいます。 

資料：国勢調査（各年 10 月１日現在）  
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（３）出生の動向 

出生数を見ると，平成30年の2,405人から減少傾向となっており，令和４年は2,006人となっ

ています。また，本市の出生率は低下傾向であり，高知県よりは上回っていますが，全国と同

程度で推移しています。 

■高知市における出生数の推移と出生率の全国・高知県との比較 

   
資料：人口動態調査（厚生労働省），高知市の出生率は高知市ＨＰの「日本人人口（各年 10 月１日現在）」を基に算出 

 

合計特殊出生率を見ると，本市は平成29年の1.54から低下が続いており，令和３年には上昇

しましたが，令和４年は再び低下し1.31となっています。また，全国よりは上回っていますが，

高知県を下回って推移しています。 

■合計特殊出生率の推移 

  
※ 「合計特殊出生率」について 

      １人の女性が一生の間に出産する子どもの人数。 

15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計した人口統計の指標。 

資料：令和５・６年度版 高知市保健所概要，高知県及び全国の令和４年は「人口動態調査」（厚生労働省） 
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（４）離婚の動向 

離婚件数を見ると，令和元年の702件から減少が続き，令和４年は559件となっています。ま

た，本市の離婚率は低下傾向となっていますが，高知県，全国を上回って推移しています。 

■高知市における離婚件数の推移と離婚率の全国・高知県との比較 

   

※ 「離婚率」について・・・人口千人に対する離婚件数の割合のことをいいます。 

 資料：高知市ＨＰ（高知市，高知県），厚生労働省人口動態調査（全国） 

 

（５）ひとり親家庭の状況 

ひとり親家庭の世帯数を見ると，平成30年の7,425世帯から減少が続いており，令和６年は

6,376世帯となっています。また，ひとり親家庭の内訳は，各年とも母子家庭が９割近くを占め

ています。 

■母子家庭・父子家庭の世帯数 

  
資料：高知市福祉事務所「高知市の福祉行政」（各年４月１日現在の推計値） 
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（６）女性の就業状況 

女性の年齢階層別就業率を見ると，30歳代はその前後と比較してやや低くなっていますが，

出産や育児に伴う離職などにより就業率が下がる，いわゆる「Ｍ字カーブ」は見られず，共働

き率が高いことが分かります。また，高知県，全国と比較すると，おおむね高知県と同程度で

あり，30歳代から40歳代にかけては，全国を上回っています。 

■女性の年齢階層別就業率の比較 

  

資料：令和２年国勢調査 

 

女性の未婚・有配偶別就業率を見ると，令和２年は25～29歳から35～39歳で有配偶の就業率

は未婚の就業率を下回っていますが，平成27年と比較するといずれも上昇しています。 

■女性の未婚・有配偶別就業率 

 

※「有配偶」は，配偶者のある人のことをいいます。 

資料：国勢調査（各年 10 月１日現在）  
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（７）乳幼児期の教育・保育施設等の状況 

本市の子どもの保育所等（保育所，認定こども園，小規模保育施設等）への入所状況を見る

と，総数は令和２年の10,498人から減少が続いており，令和６年は9,252人となっています。 

また，施設種類別には，幼稚園が認定こども園へ移行したことに伴い，認定こども園の入園

児数は増加傾向にありますが，保育所と小規模保育施設等は減少が続いています。 

■施設種類別保育所等入所状況の推移（２号・３号認定） 

  

資料：高知市保育幼稚園課（各年４月１日現在） 

 

保育所等の２・３号認定の待機児童数を見ると，平成30年の43人から減少が続き，令和４年

以降は，解消されつつあります。 

■保育所等待機児童数の推移（２号・３号認定） 

  
資料：高知市統計（各年４月１日現在） 

 

  

8,513 8,238 7,888 7,567 7,108

1,775 1,789 1,816 1,937
1,983

210 209 179 173
161

10,498 10,236 9,883 9,677
9,252
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認可保育所 認定こども園 小規模保育施設等
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※ 「教育・保育施設等」への入所・入園には以下の「教育・保育給付認定」を受ける必要があります。 

  １号認定 : 小学校就学前の満３歳以上の子どもで幼児期の教育を希望する 
  ２号認定 : 小学校就学前の満３歳以上の子どもで保育の必要性がある 
  ３号認定 : 満３歳未満の子どもで保育の必要性がある 

 ■ 保育所 
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１号認定の子どもの幼稚園等（幼稚園，認定こども園）への入園状況を見ると，入園児数は

減少が続いています。 

■年齢別幼稚園等入園状況の推移（１号認定） 

  

資料：高知市保育幼稚園課（各年４月１日現在） 

 

２・３号認定の子どもの保育所等の入所状況を見ると，年齢ごとに増減はありますが，全

体として減少傾向で推移しています。 

■年齢別保育所等入所状況の推移（２号・３号認定） 

 

資料：高知市保育幼稚園課（各年４月１日現在） 
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314 300
284
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337 326

284
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令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

（人）

３歳 ４歳 ５歳

553 455 501 449 352
1,698 1,668 1,520 1,593 1,492

1,989 1,919 1,833 1,674 1,745

2,028 2,042 1,961 1,885 1,775

2,110 2,029 2,044 1,993 1,893

2,120 2,123 2,026 2,083
1,995

10,498 10,236 9,885 9,677
9,252

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

（人）

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳

 2,042 

 9,883 

※ 「教育・保育施設等」への入所・入園には以下の「教育・保育給付認定」を受ける必要があります。 

  １号認定 : 小学校就学前の満３歳以上の子どもで幼児期の教育を希望する 
  ２号認定 : 小学校就学前の満３歳以上の子どもで保育の必要性がある 
  ３号認定 : 満３歳未満の子どもで保育の必要性がある 
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１・２歳児の利用率を見ると，本市の利用率は年々微増しており，全国を大きく上回ってい

ます。

■１・２歳児利用率の全国との比較

資料：高知市保育幼稚園課（各年４月１日現在），

全国は「保育所等関連状況取りまとめ（令和６年４月１日）」（こども家庭庁）

76.8 78.5 78.7 79.6 81.5

50.4
53.7 56.0 57.8 57.8

0

20

40

60

80

100

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

（％）

高知市 全国

59.3
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（８）子育て支援サービスの状況 

①一時預かり事業 

一時預かり事業は，令和５年度では幼稚園型を市内29施設，幼稚園型以外では一般型を市内

８施設，余裕活用型を市内20施設で実施しています。月平均利用人員は減少傾向です。 

■一時預かり事業の実施状況の推移 

  単位 
令和 

元年度 
令和 

２年度 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

実施箇所数 
幼稚園型 か所 27 26 29 29 29 

幼稚園型以外 か所 28 28 29 26 28 

月平均利用人員 
幼稚園型 人 22,414 13,800 11,396 13,041 4,275 

幼稚園型以外 人 802 485 481 354 500 

資料：高知市保育幼稚園課 

 

②地域子育て支援センター 

地域子育て支援センター＊の実施状況の推移を見ると，令和５年度の実施箇所数は16か所と

なっており，第２期計画の目標数値を達成しています。年間延べ利用人員（児童のみ）は，令

和５年度は45,384人と，令和元年度の52,031人から減少しているものの，令和４年度，令和５

年度と増加が続いています。 

■地域子育て支援センターの実施状況の推移 

  単位 
令和 

元年度 
令和 

２年度 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

実施箇所数 か所 14 15 15 16 16 

年間延べ利用人員（児童のみ） 人 52,031 36,419 33,030 40,602 45,384 

資料：高知市子ども育成課 
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③ファミリー・サポート・センター 

ファミリー・サポート・センターの実施状況の推移を見ると，会員数のうち，依頼会員は減

少が続いていましたが，令和５年度は増加し，751人となっています。援助会員は増加傾向で令

和５年度は479人となっています。 

援助件数については，会員のニーズの多寡により増減があります。 

■ファミリー・サポート・センターの実施状況の推移 

  単位 
令和 

元年度 
令和 

２年度 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

 依頼会員 人 784 741 727 720 751 

会員数 援助会員 人 441 447 443 456 479 

 両方会員 人 62 55 51 50 49 

援助件数 件 2,996 2,212 2,983 2,435 2,422 

資料：高知市子ども育成課 

 

④病児保育事業 

病児保育事業＊の実施状況の推移を見ると，体調不良児対応型の実施箇所数は，令和元年度

の57か所から令和５年度は62か所と５か所増え，利用者数は年による増減があり令和５年度は

10,294人となっています。病児・病後児対応型の実施箇所数は５か所で変わらず，利用者数は

令和２年度から令和４年度は1,000人を割り込んでいましたが，令和５年度は1,278人となって

います。なお，非施設型・訪問型は事業者の廃業により令和４年度以降実施がありません。 

■病児保育事業の実施状況の推移 

  単位 
令和 

元年度 
令和 

２年度 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

体調不良児対応型 
実施箇所数 か所 57 59 61 62 62 

利用者数 人 8,310 5,446 8,105 7,618 10,294 

病児・病後児対応型 
実施箇所数 か所 5 5 5 5 5 

利用者数 人 1,865 603 896 879 1,278 

非施設型・訪問型 
実施箇所数 か所 1 1 1 0 0 

利用者数 人 11 12 9 0 0 

資料：高知市子ども育成課，保育幼稚園課 
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（９）要保護児童等に関する状況 

児童虐待相談の対応件数を見ると，本市は年による増減はありますが，平成30年度の221件

から令和４年度は191件に減少しています。高知県は一定の相談数が維持され，逆に全国的に

は増加が続いています。 

■児童虐待相談の対応件数の年次推移（高知市，高知県，全国） 

  
※高知市の件数は，高知市子ども家庭支援センターにおいて受け付けた相談数です。また，高知県の件数は，高知

県の中央児童相談所と幡多児童相談所において受け付けた相談数です。 

 

資料：児童相談所における児童虐待相談対応件数（厚生労働省，こども家庭庁），高知市子ども家庭支援センター 

 

 

要保護児童等の管理ケース件数を見ると，減少傾向となっており，平成30年度の633件から

令和６年度は464件となっています。 

■高知市要保護児童対策地域協議会＊の管理ケース件数 

 
資料：高知市子ども家庭支援センター（各年度４月現在）  

221 230 217
180 191

420
458

583

452
501

159,838

193,780
205,044 207,660

219,170

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

0

200

400

600

800

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

（件）（件）

高知市 高知県 全国

高知市・高知県 全国

633 620

548
497 486

457 464

0

100

200

300

400

500

600

700

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

（件）



Ⅰ 序論

15

３ 計画策定の目的

本市においても市町村子ども・子育て支援事業計画として「第２期高知市子ども・子育て支援

事業計画」を策定し，全ての子どもが等しく質の高い教育・保育を受けられる環境の整備に努め

てきました。

「第２期高知市子ども・子育て支援事業計画」は令和６年度が計画期間の最終年度となってい

ることから，これまでの取組の成果，課題などを踏まえ，近年の制度改正や子ども・子育てをめ

ぐる国や高知県の動きに対応しながら，引き続き施策を推進するため「第３期高知市子ども・子

育て支援事業計画」（以下「本計画」という。）を策定するものです。

４ 計画の位置づけ

（１）法的位置づけ

本計画は，子ども・子育て支援法第61条に基づき，「市町村子ども・子育て支援事業計画」

として策定するものであり，具体的な計画策定に当たっては，同法第60条に基づき，内閣総理

大臣が定める，子ども・子育て支援法に基づく基本指針を踏まえています。

また，次世代育成支援対策推進法第８条における「市町村行動計画」，こどもの貧困の解消

に向けた対策の推進に関する法律第10条第２項における「市町村計画」，児童福祉法第56条の

４の２第１項における「市町村整備計画」と一体的に策定することとします。

■法的位置づけ

根拠法 子ども・子育て支援法
次世代育成支援対策

推進法

こどもの貧困の解消

に向けた対策の推進

に関する法律

児童福祉法

市町村

計画

市町村子ども・子育
て支援事業計画

（策定義務あり）

市町村行動計画
（任意）

市町村計画
（努力義務）

市町村整備計画
（任意）

性格

特徴

○待機児童対策を含

め，子育て中の保護

者ニーズに対応し

たサービス基盤の

整備を目指す事業

計画

○幼児期の学校教育・

保育，地域の子育て

支援についての需

給計画

○全国的な少子化を

受け，総合的対策を

講じるための行動

計画

○「高知市総合計画」

の子ども・子育て支

援に係る分野別計

画

○子どもの貧困の解

消に向けた対策を

総合的に推進する

ための計画

○乳幼児の保育に必

要な保育所及び幼

保連携型認定こど

も園の整備に関す

る計画

第３期高知市子ども・子育て支援事業計画

一体的に策定
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（２）他の計画との関係

本計画は，「高知市総合計画」を最上位計画とし，子ども・子育て分野の個別計画として位

置づけ，関連する福祉関係計画等と整合を図ります。

また，「こどもまんなか社会」の実現に向けて，令和７年度以降に国の「こども大綱」・高

知県の「こども計画」を勘案した「（仮称）高知市こども計画」の策定を予定しており，本計

画との関係性についても適宜整理する予定です。

■関連する福祉関係計画等

2011 高知市総合計画

○高知市まち・ひと・しごと創生

人口ビジョン・総合戦略

○地域福祉活動推進計画

補完・連携

補完・連携

補完・連携

○高知市障害者計画・障害福祉計画

・障害児福祉計画

○高知市健康づくり計画

○高知市食育推進計画

○高知市教育振興基本計画

第３期
高知市子ども・子育て支援事業計画

≪包含する計画や施策≫

○次世代育成支援対策推進法第８条に規定す

る市町村行動計画に係る施策内容

○こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に

関する法律第 10 条第２項に規定する市町

村計画

○児童福祉法第 56 条の４の２第１項に規定

する市町村整備計画

整合

連携
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５ 計画の期間 

本計画の期間は，子ども・子育て支援法に定める５年間とし，令和７年度から令和11年度まで

とします。一体的に策定する計画の計画期間も同様に令和７年度から令和11年度までの５年間と

します。なお，状況の変化により，必要に応じ見直しを行うこととします。 

 

■計画期間 

 令和 

２年度 
（2020） 

令和 

３年度 
（2021） 

令和 

４年度 
（2022） 

令和 

５年度 
（2023） 

令和 

６年度 
（2024） 

令和 

７年度 
（2025） 

令和 

８年度 
（2026） 

令和 

９年度 
（2027） 

令和 

10年度 
（2028） 

令和 

11年度 
（2029） 

上
位
計
画 

2011 総合計画 
          

 実施計画 
   

       

高知市まち・ひと・ 

しごと創生人口ビジョン 

   
       

高知市まち・ひと・ 

しごと創生総合戦略 

   
       

高知市地域福祉活動

推進計画 

   
       

未

策

定 

（仮称） 

高知市こども計画 

   

       

本
計
画 

高知市子ども・子育て

支援事業計画 

   
       

関
連
計
画 

高知市健康づくり

計画 

   
       

高知市障害者計画 
   

       

 
障害福祉計画・ 

障害児福祉計画 

   
       

高知市食育推進計画 
   

       

高知市教育振興基本

計画 

   
       

  

第１次 
（令和３年度～令和５年度） 

第２期 
（令和２年度～令和５年度） 

（令和６年度～令和８年度） 

後期基本計画 
（令和３年度～令和 12 年度） 

第２期 
（平成 31 年度～令和６年度） 

第３期 
（令和７年度～令和 12 年度） 

（令和３年度～令和５年度） 

 

 

第４次 
（令和６年度～令和 11 年度） 

第３次 
（平成 31 年度～令和５年度） 

第１期 
（令和８年度～令和 11 年度） 

（平成 27 年～令和 42 年） 

第３期 
（令和６年度～令和 10 年度） 

 
第３次 

 

第２次 
（令和６年度～令和８年度） 

第２期 
（令和２年度～令和６年度） 

第３期 
（令和７年度～令和 11 年度） 

第６期・第２期 
（令和３年度～令和５年度） 

第７期・第３期 
（令和６年度～令和８年度） 

 

第２期 
（令和３年度～令和 10 年度） 

 

第３期 
（令和６年度～令和 17 年度） 

第２期 
（平成 30 年度～令和５年度） 
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６ 計画の策定体制

（１）子ども・子育て支援会議の設置

本計画の策定に当たっては，子ども・子育て支援法第72条第１項に定められている合議制の

機関として，「高知市子ども・子育て支援会議」を設置し，計画内容，事業運営及び施策推進

に関する事項についての審議を行います。

■策定体制のイメージ図

（２）子ども・子育て支援事業計画策定のためのニーズ調査（アンケート調査）

子育て家庭の現状と今後の意向を把握するとともに，本計画を策定するために必要な基礎

データの収集を目的としてニーズ調査を実施しました。

（３）パブリックコメント

本計画の素案を市のホームページなどで公開し，広く住民の方々から意見を募りました。

７ 計画の点検・評価

本計画における各施策等の達成状況について，定期的に点検・評価を行います。

これらの点検・評価の結果については，高知市子ども・子育て支援会議に報告するとともに，

同会議の議事録や提出資料を本市のホームページで公開し，市民への周知や意見の聴取に努め，

その後の計画の実施や見直し等に反映していきます。

高知市（計画決定・実行機関）

住民

ニーズ調査

（アンケート調査）

・

パブリックコメント

高知市
子ども・子育て支援会議

（審議等機関）

こども未来部
こども政策課

（事務局機能）

高知市子ども・子育て
支援推進委員会
分科会（ＷＧ）

（庁内関連部署）

調整・連携

運営事務意見反映
意見

審議
依頼



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 本論 
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こども未来部

こどもみらいセンター

母子保健課

子ども家庭支援センター

保育幼稚園課

こども政策課

子育て給付課

子ども育成課

※こどもみらいセンターは母子保健課と子ども家庭

支援センターが一体的に子育て家庭に対する相談

支援を実施する組織体制です。

※

１ 現状と課題 

（１）これまでの取組 

１ 子どもの誕生と健やかな成長への支援の充実 

・親子サポートステーション＊（令和７年度より子育て世代包括支援センターから名称変更）

を４か所に増設し，母子健康手帳＊交付時の全数面接を開始したことで，支援が必要な妊婦

を早期に把握できるようになりました。 

・令和３年度から，多胎＊家庭に育児家事サポーターを派遣する「多胎家庭支援事業」を開始

し，日常生活における不安や孤立感の軽減につなげました。また，産後ケア事業＊は，宿泊

型・訪問型に続き，令和４年度から通所型を始め，利用者が年々増加しています。 

・令和６年度から，医療機関委託の個別健診である生後１か月健診を開始し，乳児期の健診の

機会の拡充を行いました。 

・１歳６か月児健診，３歳児健診は，日曜健診を実施し，受診率向上につながりました。 

・令和６年には「こどもみらいセンター」を設置し，母子保健分野と児童福祉分野の連携強化

を図っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜今後に向けて＞ 

・低出生体重児＊の出生率が全国と比べ高く，リスク要因となる喫煙（受動喫煙を含む。）や飲

酒の影響，歯周病や妊婦の適正体重について啓発及び保健指導の充実に取り組むとともに，

妊婦，妊婦歯科健診の受診勧奨など適切な母体管理ができるよう，医療機関との連携を強化

していきます。  

・若い世代が将来のライフプランを考え，性や妊娠に関する正しい知識を身につけ，健康管理

を促すプレコンセプションケア＊の啓発が重要です。 

・親子サポートステーションの更なる認知度の向上を目指し，妊娠期からの多様なニーズに対

応できる相談機能の強化が必要です。 

・利用ニーズが高まっている産後ケア事業についての体制整備が求められています。  
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２ 幼児期における教育・保育の充実 

・令和５年度は保育所・幼稚園・認定こども園等の職員を対象に本市主催の各種研修を延べ 58

回行いました。 

・令和６年度に子ども・子育て相談支援員を１名増員し，利用者に対する情報提供・助言を行

いました。 

・幼児教育と小学校教育との円滑な接続と双方の充実を目指し，「のびのび土佐っ子【保・幼・

小連携】プログラム＊」を踏まえ，推進協議会等での報告・協議や研修会の実施，保幼小連

携・接続実践の好事例を市内の全園・小学校等に発信しました。 

＜今後に向けて＞ 

・幼児期において育みたい資質・能力を保育所・幼稚園・認定こども園等に通う子どもが身に

つけていくために，遊びを通した学びの経験を実践する教育・保育の提供に向けて，研修の

充実に努めていきます。 

・架け橋期＊における取組の充実を図ることが求められており，文部科学省委託事業「幼保小

の架け橋プログラム＊」のモデル地域の実践を踏まえ，各地域の実態に応じた取組を推進す

る必要があります。 

 

３ 子育てしやすい環境の整備 

・地域子育て支援センターや保育所・幼稚園・認定こども園など，住民主体の子育て支援活動

において，交流の場の提供とその促進を行い，子育て家庭の孤立化防止の取組を進めてきま

した。また，その場では子育てに関する相談・情報提供を行いました。 

・子育て家庭のニーズに合わせた子育て支援事業の実施と情報提供を行いました。 

・複合化・複雑化した市民の支援ニーズに対応する包括的支援体制を構築し，相談支援・参加

支援・地域づくりに向けた支援を一体的に実施する「重層的支援体制整備事業」を行うこと

で「地域共生社会」の実現のための取組を進めてきました。 

＜今後に向けて＞ 

・今後も引き続き，子育て家庭のニーズに合わせた子育て支援事業の実施と情報提供を行って

いきます。 

・地域の子育て資源（地域子育て支援センター，保育所，幼稚園，認定こども園等や住民主体の

子育て支援活動）だけでなく，地域団体等が協働して，子育て支援ができるよう図ります。 

・身近な場所で日常的な相談ができるよう，相談窓口の充実を図るとともに，必要なときにサー

ビスにつながるよう，取組を進めていくことが求められています。 

 

４ 専門的な知識及び技術を要する支援の充実 

・令和２年度から，子ども家庭支援センターに心理職や社会福祉士の専門職を配置し，子ども

家庭総合支援拠点の機能を整備しました。 

・令和３年度から，支援が必要な児童等の居宅を訪問し，生活習慣の習得支援や食事の提供，

学習支援など，支援が必要な児童への見守り体制の強化に取り組みました。 
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・保護者の事由により児童の養育が一時的に困難となった場合や，保護者の身体的・精神的負

担の軽減が必要な場合は，児童養護施設などで一時的に預かる支援を行いました。 

・虐待を受けている子どもを早期に発見し，適切な支援を行うため，引き続き，関係機関との

連携体制の構築に取り組みました。 

・令和６年には「こどもみらいセンター」を設置し，母子保健分野と児童福祉分野の連携強化

を図っています。 

・複合化・複雑化した市民の支援ニーズに対応する包括的支援体制を構築し，相談支援・参加

支援・地域づくりに向けた支援を一体的に実施する「重層的支援体制整備事業」を行うこと

で「地域共生社会」の実現のための取組を進めてきました。 

・複合的な問題を抱えた家族からの相談に対応するため，相談支援部署対象研修の実施や支援

会議の開催等を通じて，職員の資質や実践力の向上を図ってきました。 

・令和６年度に児童発達支援管理責任者検討会を立ち上げ，障害児通所支援事業の支援の質の

向上と地域課題解決に取り組んでいます。 

＜今後に向けて＞ 

・「こどもみらいセンター」において，全ての妊産婦・子育て世帯への一体的な相談支援体制を

整備し，連携を強化していくことが必要です。 

・ヤングケアラー＊について，母子保健，福祉，障がい，介護，医療，教育などの分野と連携し

て適切な支援を行う必要があります。ヤングケアラーについての理解を促し，他機関と連携

し取り組むことが重要です。 

・障がい児支援の充実を図るため，多機関とのネットワークの充実や支援体制の充実に取り組

む必要があります。 

 

５ 子どもの心身の健やかな成長に資する教育とその環境整備 

・各公民館において，世代間での交流を促す活動を行いました。 

・令和６年度に「校内支援センター事業」を立ち上げ，「校内教育支援センター 校内サポート

ルーム」を３中学校に新たに設置するとともに，支援員を配置して，個に応じた学習支援や

相談支援に取り組んでいます。 

・帰国・来日してきた初期の日本語指導が必要な児童生徒に対して，児童生徒の在籍校を訪問

して初期の日本語指導を行っています。令和６年度には支援員を１名増員して支援体制の充

実を図っています。 

・令和５年度において，全ての小・中・義務教育学校で学習支援や登下校の見守り，地域行事

やボランティア活動に参加するなど，学校・家庭・地域が連携・協働する取組を行いました。 

＜今後に向けて＞ 

・不登校や特別な支援が必要な子どもなどへの多様なニーズに対応できる教育環境を調整する

とともに，専門職や関係機関との更なる連携強化が重要です。 

・引き続き，地域と協働しながら学校づくりを進めていく必要があります。 
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4.6 

6.6 

64.7 

56.4 

10.5 

13.6 

19.1 

22.6 

1.1 

0.9 

子育てに関する情報が豊富

子育てに関する相談がしやすい

満足 ふつう 不満 わからない 無回答

（２）ニーズ調査の結果概要

①調査概要

本計画の策定に当たり，計画策定の基礎資料とすることを目的として，市民の皆様の教育・

保育・子育て支援に関する現在の利用状況や今後の利用希望，ご意見などを把握するためにア

ンケート調査を実施しました。

■アンケート調査の概要

調査対象
市内在住の就学前児童（０～５歳児）の保護者 2,000人

※住民基本台帳より年齢配分・地域配分を勘案して無作為抽出

調査期間
令和５年12月20日～令和６年１月11日

※令和６年２月15日回収分をもって回収締切

調査方法 郵送による配布・回収，ＷＥＢ回答

配布数／回収数／回収率 2,000票／940票／47.0％

②調査結果

調査結果は，本市ＨＰ（https://www.city.kochi.kochi.jp/uploaded/attachment/146889.pdf）

に掲載しています。

③結果から見える課題

アンケート調査の結果を整理し，課題をまとめました。

○安心できる子育て支援

地域における子育ての環境や支援について感じることのうち，「子育てに関する相談がし

やすい」や「子育てに関する情報が豊富」は，「満足」と「ふつう」の合計（以下「「満足」・

「ふつう」」という。）が６割を超えている一方で，「不満」がいずれも１割以上おり，地

域での相談体制や子育てに関する情報提供に更なる取組が必要であることがうかがわれま

す。

このため，医療・保健・福祉・教育などの関係機関がより連携し，妊娠前からの切れ目の

ない支援を行っていくことで，妊娠・出産，子育てなどに対する不安や負担の軽減を図り，

安心して産み育てることのできる環境をつくっていくことが求められます。

（％）
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○就学前教育・保育の充実

平日は多くの家庭で保育所・幼稚園・認定こども園などを利用又は利用希望しているほか，

半数以上は土曜日の利用も希望しています。

このため，子ども自身の思いや願いが叶えられるよう，子どもの最善の利益（子どもにとっ

て最も良いこと）を中心に考え，より質の高い教育・保育環境を充実させ，幅広いニーズに

対応できるようにしていくことが求められます。

○子どもの育ちを支える地域社会の醸成

地域における子育ての環境や支援について感じることのうち，「地域ぐるみで子育てを行

う雰囲気がある」は，「満足」・「ふつう」が45.1％，「不満」は22.6％でした。また，「子

育てに関する相談がしやすい」は，「満足」・「ふつう」が63.0％，「不満」が13.6％，「子

育てサークル・サロンなどの活動が盛ん」は「満足」・「ふつう」が37.8％，「不満」が15.7％

でした。いずれも前回調査時より，「満足」・「ふつう」が増えているものの，「不満」は

ほぼ横ばいとなっています。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により，令和２年度以降子育てサークルや子育てサ

ロンは活動を自粛せざるを得ませんでしたが，令和５年度から徐々に活動再開をしており，

今後子育て家庭が地域における支援を実感できる機会は増えていくと考えられます。

このため，地域ぐるみの見守りや支え合いにつながるよう，地域の人や場とつながる取組

や，地域において地域住民が主体となる子育て支援活動を推進していくことが求められます。

3.1

19.7

19.8

31.2

67.9

46.7

9.2

2.4

日曜日・祝日の利用希望

土曜日の利用希望

ほぼ毎週利用したい 月に１～２回は利用したい 利用する必要はない 無回答

3.8 

6.6 

6.0 

34.0 

56.4 

39.1 

15.7 

13.6 

22.6 

45.2 

22.6 

31.1 

1.2 

0.9 

1.3 

子育てサークル・サロンなどの

活動が盛ん

子育てに関する相談がしやすい

地域ぐるみで子育てを行う

雰囲気がある

満足 ふつう 不満 わからない 無回答

（％）

（％）
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○子育ての孤立化しない支援体制の構築

日頃子どもをみてもらえる人について，「いずれもいない」が14.6％であり，悩みや不安

についての相談先について，「相談できる人はいない（場所はない）」が2.1％となっていま

す。割合は高くはありませんが，核家族化や地域のつながりの希薄化等によって，子育てが

孤立化し，不安を感じている人がいることがうかがわれます。また，子どもに関する情報の

入手方法について，「入手できていない」が6.9％となっています。

このため，子育ての孤立化は児童虐待につながる恐れもあることから，日頃から相談しや

すい体制づくりに取り組むとともに，支援などに関する情報を必要な人のところに届くよう

取り組んでいくことも求められます。

○特別な支援を必要とする子どもへの支援の充実

子ども発達支援センターについて，「知っている」が57.4％と半数を超えていますが，「知

らない」と回答したもののうち「今後利用したい」が19.5％となっています。

このため，特別な支援を必要としている子どもへの理解や知識の浸透を図り，子どもの発

達面で不安を抱えている子育て家庭の相談支援体制の強化や，障がいの有無にかかわらず，

全ての子どもが住み慣れた地域で健やかに成長していけるよう支援の充実を図っていくこ

とが求められます。

（％）

57.4 41.0 1.6認知度

はい いいえ 無回答

19.5%

74.8%

5.7%

認知度41.0％の内訳

今後の利用希望なし

その他
今後利用したい
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２ 基本理念

子どもたちは，未来を創造し，社会に希望を与える大切な存在です。

未来の健全で活力ある社会は，子どもたちの主体的な思考と行動によって，調和のとれた心豊

かな責任ある大人に成長していくことで実現していきます。

そのためには，子どもにとっての最善の利益を常に考え，子育ての第一義的な責任は保護者に

あるという基本的な認識のもと，社会全体で子どもと子育て家庭を支えるまちづくりを推進して

いくことが必要です。

子どもの誕生や育ちに喜びを感じていく中で，全ての子どもが健やかに成長し，また，子ども

や子育て家庭を地域の中で共に支え合いながら育っていけるまちづくりを目指し，以下を本計画

における基本理念とします。

＜基本理念＞

希望あふれる未来に向けて

みんなで支え育ちあう

    子ども・子育て支援のまちづくり
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３ 基本方針 

 

■全ての子どもがすくすくと健やかに育つまち 

子どもたちが未来に夢や希望を抱き，それに向かって自ら学び考え行動し，心身ともにすくす

くと育つよう支援します。 

また，子ども一人ひとりの成長や発達に応じ，適切な支援を行います。 

 

■子どもの誕生と成長に喜びを感じるまち 

妊娠，出産，子育てのそれぞれのライフステージにおいて，切れ目のない子育て支援サービス

や保育サービス等の充実に努めます。 

また，多様な家族形態に配慮しながら，それぞれが安心して子どもを産み育てやすい環境づく

りを進めます。 

さらに，仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の概念について普及・啓発に努めま

す。 

 

■みんなで子どもと子育てを支えるまち 

子どもと子育てに関わる関係機関との連携を行うとともに，地域ぐるみで子どもを見守り，子

育て家庭が孤立せずに地域社会と手を携えながら共に育っていく仕組みづくりを進めていきま

す。 

また，あらゆる機会を通じて，広く市民や地域，企業等に，子どもと子育てを社会全体で支え

ていくことの必要性を発信していきます。 
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４ 施策体系

＜基本理念＞

希望あふれる未来に向けて

みんなで支え育ちあう

子ども・子育て支援のまちづくり

１ 子どもの誕生と健やかな成長への支援の充実

１-１ 妊娠前からの切れ目のない支援（重点施策１）

１-２ 子どもの健康管理

１-３ 食育の推進

１-４ 小児救急医療体制の確保

２ 幼児期における教育・保育の充実

２-１ 利用希望に沿った教育・保育の提供

２-２ より質の高い教育・保育の推進（重点施策２）

３ 子育てしやすい環境の整備

３-１ 地域ぐるみの子育て支援のまちづくり（重点施策３）

３-２ 子育て支援体制の充実（重点施策３）

３-３ 多様な保育サービスの充実

３-４ 男女ともに仕事と育児が両立しやすい環境づくり

３-５ 子育て家庭にやさしい生活環境の整備

５ 子どもの心身の健やかな成長に資する教育とその環境整備

５-１ 生きる力の育成に向けた教育

５-２ 子どもの健全育成

５-３ 家庭や地域の教育力の向上

４ 専門的な知識及び技術を要する支援の充実

４-１ 児童虐待の発生予防（重点施策４）

４-２ 要保護児童の早期発見と迅速・適切な対応

４-３ 障がいなど特別な支援を必要とする子どもへの支援の充実

（重点施策５）

４-４ ひとり親家庭の自立支援の推進

４-５ 厳しい環境に置かれた子どもと家庭への支援

■全ての子どもがすくすくと健やかに育つまち

■子どもの誕生と成長に喜びを感じるまち

■みんなで子どもと子育てを支えるまち

＜基本方針＞
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５ 重点施策 

本市の子どもや子育て家庭を取り巻く状況を踏まえ，以下の施策を重点施策として事業を推進

します。 

 

重点施策１ 妊娠前からの切れ目のない支援（P.33,34） 

＜概要＞ 妊娠期から適切な母体管理ができ，安心して妊娠・出産・育児が行えるよう

医学的管理や保健行動などの重要性について若い世代へも啓発を行うとと

もに，出産・子育て期への切れ目のない支援につなげていけるよう相談支援

体制の強化に取り組みます。 

 

重点施策２ より質の高い教育・保育の推進（P.39） 

＜概要＞ 幼稚園教育要領，保育所保育指針，幼保連携型認定こども園教育・保育要領

に沿った教育・保育の実施に取り組むとともに，研修の実施などによる職員

の資質向上，保育所・幼稚園・認定こども園などと地域型保育事業＊者や，

小学校との連携・接続に取り組みます。 

 

重点施策３ 地域ぐるみの見守り・子育て支援体制の充実（P.40～42） 

＜概要＞ 子育て家庭が地域の中で孤立しないよう，身近な地域で，子育て家庭同士が

つながるとともに，保護者や子どもが地域とつながる，支え合いができる環

境づくりを推進し，地域の多様な主体が協働できる体制づくりに取り組みま

す。 

 

重点施策４ 児童虐待の発生予防（P.46） 

＜概要＞ 子育て家庭の育児力の向上，育児の負担感や孤立感の軽減のため，保健指導

の必要な家庭への母子保健活動の実施や，相談支援などの取組の重層的な実

施により児童虐待の発生予防につなげていくとともに，虐待予防に関する広

報・啓発活動の実施，関係機関との連携強化などに取り組みます。 

 

重点施策５ 障がいなど特別な支援を必要とする子どもへの支援の充実（P.48,49） 

＜概要＞ 障がいなど特別な支援を必要とする子どもの健やかな成長・発達のため，将

来を見通した切れ目のない支援となるように，早期発見・早期療育システム

の充実や関係機関との連携に取り組むとともに，子ども一人ひとりの発達や

障がいの特性に応じた支援の充実に取り組みます。 
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１ 子どもの誕生と健やかな成長への支援の充実 

（１）妊娠前からの切れ目のない支援【重点施策１】 

【現状と課題】 

本市の低出生体重児の出生率は，全国と比べ高い水準で経過しています。その要因として

は早産＊（多胎妊娠を含む。）によるものが大半を占め，生活習慣（飲酒・喫煙），妊娠中に適

正な体重増加ができていないこと（やせ・肥満），高齢等も影響しています。また，歯周病が

早産や低出生体重児に影響を与えることを啓発するために妊婦歯科健診＊受診率の更なる向

上が重要です。引き続き，適切な母体管理ができるように妊婦健診の受診勧奨を行い，妊婦

や家族に低出生体重児のリスク要因についての啓発を行っていく必要があります。このよう

な背景から若い世代が将来のライフプランを考え，性や妊娠に関する正しい知識を身につけ，

健康管理を促すプレコンセプションケアの重要性を強く感じています。思春期からの健康へ

の意識向上が必要です。 

本市では，平成 27 年度から令和３年度にかけて，市内４か所に設置した親子サポートス

テーション（うち３か所は地域子育て支援センターと併設）において，妊娠・出産・育児に

関する相談支援を行っています。令和５年度に実施した市のニーズ調査での認知度は 64.9％

という結果でした。引き続き，市民が安心して妊娠・出産・育児期を過ごすことができるよ

う，認知度の向上を目指し，相談先として活用してもらえるよう，機能の充実を図ります。 

親子サポートステーションでは，母子保健コーディネーター＊や保健師が母子健康手帳交

付時に自記式アンケートを基に全数面接を行い，妊娠中の健康管理や養育環境のリスク，支

援ニーズを把握し，医療機関などと連携し，必要な情報提供や保健指導，相談支援を行って

います。要支援者の割合は，14.0％前後で推移しており，その主な理由は，未入籍・支援者

不足・精神疾患・経済不安となっています。令和６年４月には「こどもみらいセンター」を

設置し，母子保健分野と児童福祉分野の連携強化を図っています。 

本市では，新生児から生後４か月までの家庭を訪問し，育児相談や発育確認，情報提供を

行う乳児全戸家庭訪問事業＊を行っています。また，伴走型相談支援＊を開始したことで支援

が必要な家庭への介入がしやすくなりました。 

産婦健診＊もほぼ全数受診できており，産後の母体管理や産後うつ＊の早期介入につながっ

ています。引き続き，医療機関との連携を強化していくことが必要です。授乳方法など育児

手技が習得でき，心身ともにリフレッシュできる産後ケア事業は，年々ニーズが高まってお

り，利便性の向上に向けた事業体制の更なる強化が求められています。 

不妊などで悩んでいる夫婦への経済的な負担の軽減のための不妊治療費助成事業＊につい

ては，令和４年度からの医療保険適用化を踏まえ，助成の対象を見直し，事業を実施してい

ます。 
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【具体的な事業内容】 

今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜妊娠中の健康管理の重要性の啓発＞ 

低出生体重児予防のため，妊娠中の健康管理の重

要性についての啓発及び保健指導の充実に取り組む

とともに，医療機関との連携を強化していきます。 
・妊婦一般健康診査事業 

・妊婦歯科健康診査事業 

・利用者支援事業 

（こども家庭センター型） 

・継続看護連絡票＊による医療

地域連携 

・パパママ教室 

・こうちし子育てガイドぱむ 

・妊婦等包括相談支援事業 

・妊婦のための支援給付 

・保健師の地区活動 

母子保健課 

子ども育成課 

＜妊娠期からの相談支援体制の充実＞ 

市民が安心して妊娠・出産・育児期を過ごすことが

できるよう親子サポートステーションの認知度の向

上を目指すとともに，併設した地域子育て支援セン

ターと連携し,相談機能の充実に取り組んでいきま

す。 

妊婦等包括相談支援事業＊と妊婦のための支援給

付＊により，妊娠時から妊産婦等に寄り添い，出産・

育児等の見通しを立てるための面談や継続的な情報

発信を行うとともに，伴走型相談支援の推進を図り

ます。 

養育や母体の健康管理にリスクがある妊婦に早期

に介入し，適切な支援ができるよう医療機関などと

の連携を強化していきます。 

＜プレコンセプションケアによる啓発＞ 

プレコンセプションケアの考えに基づき，若い世

代が将来のライフプランを考えて，日々の生活や自

身の健康と向き合うことができるようデジタル発信

なども利用し，啓発していきます。 

性に関する専門知識を有する外部講師を招き，児

童生徒が性に関する科学的知識や自他の心身の健康

を守るためにできることを学ぶ機会を設け，命や自

他を尊重した行動選択・意思決定ができる態度を育

成します。 

・思春期保健事業・相談事業 

・保健教育に関する外部講師

派遣事業 

・いのちの出前講座 

母子保健課 

学校教育課 

＜産婦の健康管理及び相談支援体制の充実＞ 

出産後の母親が健康管理を行い，育児不安を軽減

でき，周囲のサポートを受けながら，安心して子育て

ができるよう，相談支援体制の拡充に取り組んでい

きます。 

・利用者支援事業 

（こども家庭センター型） 

・妊婦等包括相談支援事業 

・妊婦のための支援給付 

・保健師の地区活動 

・継続看護連絡票による医療

地域連携 

・産婦健康診査事業 

・乳児全戸家庭訪問事業 

・産後ケア事業 

・育児相談事業 

・離乳食教室 

・多胎家庭支援事業 

母子保健課 

＜不妊に悩む人への支援＞ 

今後も国の動向を見ながら不妊治療費助成事業を

継続します。 

・不妊治療費助成事業 
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（２）子どもの健康管理 

【現状と課題】 

乳児期からかかりつけ医を持ち，発達の節目の時期に健診を受け，子どもの成長発達を確

認しながら，病気などを早期に発見することが大切です。 

本市では，乳児健診は個別に医療機関で実施し，幼児健診（１歳６か月児健診・３歳児健

診）は集団健診として実施しており，１歳６か月児健診では，むし歯予防のためのフッ化物

歯面塗布＊体験を実施し，歯科受診につなげています。 

令和６年度には，疾病及び異常の早期発見や適切な保健指導の機会の充実のために１か月

児健診を開始しました。また，発達障害などの子どもの特性を早期に発見し，特性に合わせ

た適切な支援や保健指導を行うために，５歳児健診の導入についての検討が必要になってい

ます。 

子どもの頃からの生活習慣や健康状態は，成長してからの健康状態にも大きく影響を与え

ることから，将来を見据えた子どもの健康を支える取組が重要です。 

本市のアンケート調査では，就寝時間が遅くなるほど朝食の欠食率が高くなり，テレビや

タブレットなどの視聴時間が短いほど 21 時までに就寝する子どもが多いことが明らかにな

りました。新型コロナウイルス感染症拡大の影響もあり，１歳６か月児健診の際の子どもの

体幹機能弱化も見受けられます。これらの指標に基づき，子どもと保護者双方への働きかけ

が求められます。遊びを通じた身体機能の向上，五感の刺激による社会性の育成，親子の愛

着形成の啓発も必要です。 

３歳児のむし歯保有率は令和４年度に 10.3％まで下がりましたが，新型コロナウイルス感

染症拡大の影響で食習慣の乱れや仕上げ歯磨き習慣がないなど，むし歯予防の意識が薄れてき

ています。子どもの頃からの規則正しい食習慣の確立や口腔機能の獲得と育成が必要です。 

さらに，子どもの健康管理において，予防接種は重要です。個別案内に加え，保護者に接

する機会を捉え，接種率の向上を目指し，接種勧奨していくことが必要です。 

【具体的な事業内容】 

今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜健康診査の充実・医療機関との連携強化＞ 

生涯を通じて健康を保持するために，成長発達の著

しい乳幼児が，かかりつけ医への受診や発達の節目と

なる時期に健診を受け，健康管理ができるよう取組を

進めていきます。また，５歳児健診導入について適切

な支援・保健指導が可能になるよう検討を進めていき

ます。 

・新生児聴覚検査＊事業 

・乳児一般健康診査＊ 

・１歳６か月児健康診査 

・３歳児健康診査 

・フッ化物応用推進事業 

（フッ化物歯面塗布体験） 母子保健課 

 
＜相談・学びの機会の提供＞ 

乳児期から基本的な生活リズムや食習慣の確立，口

腔機能の獲得や育成ができるよう，関係機関と連携し

ながら，子どもの発達段階に応じた情報提供を積極的

に行い，保護者への正しい知識の普及啓発を行ってい

きます。  

・乳児全戸家庭訪問事業 

・育児相談事業 

・離乳食教室 

・１歳６か月児健康診査 

・３歳児健康診査 

＜予防接種の啓発＞ 

乳幼児期から思春期における予防接種の重要性に

ついて啓発を行い，接種率の向上を図ります。 

・予防接種 地域保健課 
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（３）食育の推進 

【現状と課題】 

「第４次高知市食育推進計画」においては，「生涯を通じた健康なこころと身体のための

食育＊」と「次世代に豊かな食をつなぐための食育」の２つを取組の柱としています。妊娠

期を含め，人の生涯を経時的に捉えて自身の生活習慣が自己と次世代の健康に影響すること

を意識するなど，ライフコースアプローチ＊を踏まえ，子どもだけでなく保護者や若い世代

も含めた次世代につなぐ取組を進めています。 

本市のアンケート調査によると，20～30 歳代の若者や保護者世代の朝食欠食が顕著であ

ることから，子どもへの影響が懸念されます。乳幼児期や学童期は健康な心身の基礎をつく

り，望ましい食習慣の基本を身につけ，自身の健康づくりのための自己管理能力を向上する

大切な時期です。発育・発達に応じた食についての啓発や基本的な生活リズム，適切な食習

慣の確立，食を取り巻く環境への理解を深めることが求められます。１歳６か月児健診での

栄養相談では，食べ物の咀嚼に関する内容が多く寄せられており，離乳食を開始する時期か

らの規則的な食習慣や口腔機能の育成が必要です。幼児期，学童期においても口腔機能の発

達が未熟な児童が見られ，かむことの大切さの啓発が必要です。 

【具体的な事業内容】 

今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜関係機関・者との連携・協力＞ 

市民・地域・行政などの関係者が連携・協働し，多

様な食育活動を推進します。 

・食生活改善推進員による食

育活動支援 

・育児相談事業 

・離乳食教室 

・１歳６か月児健康診査 

・３歳児健康診査 

・給食を媒体とした食育活動 

・地場産品を取り入れた給食

の提供 

・口から始める食育推進事業 

・小中学校食育・地場産品活

用推進事業 

健康増進課 

母子保健課 

保育幼稚園課 

学校教育課 

教育政策課 

＜子どもや保護者への啓発＞ 

乳幼児期や学童期の子ども，保護者に対し，日常の

食に関する経験を通して，朝ごはんの大切さやバラン

スのとれた食生活，かむことの大切さなどの健康づく

りを啓発します。 
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（４）小児救急医療体制の確保 

【現状と課題】 

本市では，一般診療体制が手薄となる休日，夜間（20～23時）の初期救急医療体制を確保

するため，急患センターを総合あんしんセンターに設置し，高知市医師会に運営を委託して

います。小児の二次救急や深夜帯（23時以降）の初期救急は，５つの公的病院の輪番制で対

応していますが，現在全国的に，軽症でも救急医療を受診するケースや診療時間内に受診す

ることが難しいなどの，救急とはいえない理由により休日や夜間に救急医療を受診するケー

スが増えています。二次救急の負担軽減のため，急患センターの土曜診療時間を翌朝８時ま

で延長しています。高知県では「こうちこども救急ダイヤル（#8000）」＊，「高知家の救急医

療電話（#7119）」＊の設置や「小児医療啓発事業」などを行っていますが，小児救急医療体制

の維持が課題です。 

【具体的な事業内容】 

今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜休日夜間の小児救急医療体制の確保＞ 

高知県，医師会などの関係団体と連携し，休日，夜

間の小児救急医療体制（初期救急・二次救急）の維持・

確保を図ります。 

高知県が開催する小児医療体制検討会議＊に参加

し，高知県の小児医療啓発に積極的に協力します。 

・急患センター運営事業 

・小児救急医療支援事業 
地域保健課 

＜救急医療の適正利用の推進＞ 

引き続き，「乳児全戸家庭訪問事業」時に急患セン

ター適正受診や，「こうちこども救急ダイヤル

（#8000）」，「高知家の救急医療電話（#7119）」の周

知を行い，救急医療の適正利用を推進します。 

・急患センター運営事業 

・小児救急医療支援事業 

・乳児全戸家庭訪問事業 

地域保健課 

母子保健課 
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２ 幼児期における教育・保育の充実 

（１）利用希望に沿った教育・保育の提供 

【現状と課題】 

本市では，令和６年度当初で 84園の保育所（市立 23園，民立 61園，定員 8,370名），５

園の幼稚園（国公立２園，私立３園，定員 469名），24園の認定こども園（民立 24園，定員

2,915 名）が存在します。また，地域型保育事業として，17 か所（市立３か所，民立 14 か

所，定員 266名）で少人数保育を展開しています。 

保育ニーズが多様化する中で，幼児教育・保育の無償化＊以降の利用実態を適切に把握し，

需給体制を整えることが必要です。一方で待機児童対策として実施された各種プロジェク

ト・プラン＊の中で令和６年度当初の待機児童数は５名まで減少しました。 

しかし，少子化が進行する中で，年々保育所・幼稚園・認定こども園などの利用児童数が

減少し，現在では 1,000人を超える空き定員が出ています。この現状を踏まえて，待機児童

対策から持続可能な教育・保育提供体制への転換が求められています。教育・保育の質の向

上を図るとともに，本市の子どもたちに良質な教育・保育環境を提供する取組が重要な課題

となっています。 

【具体的な事業内容】 

今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜適切な情報提供＞ 

多様な教育・保育ニーズに対応するため，教育・保

育の利用についての選択の幅を広げ，保育所・幼稚園・

認定こども園等の情報を集約し，利用者に対して必要

な情報提供・助言をします。特に，産後の休業や育児

休業後に利用する場合など，施設等を円滑に利用でき

るようにしていきます。 

・利用者支援事業＊（特定型） 

保育幼稚園課 ＜教育・保育の提供体制の確保＞ 

障がい児，外国につながる幼児＊や要支援児童＊な

ど，特別に配慮が必要な子どもが円滑に教育・保育を

利用できるよう提供体制を確保していきます。なお，

特別に配慮が必要な子どもが保育所・幼稚園・認定こ

ども園等を利用する際には，必要に応じて加配保育士

を配置し，庁内外の関係機関と連携し，それぞれの事

情に応じた丁寧な支援に取り組んでいきます。 

・特別支援加配保育 

・多様な事業者の参入促進事業＊ 

・家庭支援推進保育事業 

＜持続可能な教育・保育の提供体制＞ 

保育施設みらい構想の中で，将来的な教育・保育ニー

ズの推計などを行いながら，地域の特性を踏まえた保

育所・幼稚園・認定こども園等の拠点化を伴う統廃合

や多機能化といった持続可能な教育・保育の提供体制

の検討を進めるとともに，乳児等通園支援事業（こど

も誰でも通園制度）＊の導入に向けて国の制度設計や

先進事例を踏まえた検討を進めます。 

・保育施設みらい構想＊ 

・乳児等通園支援事業 

（こども誰でも通園制度） 

こども政策課 

保育幼稚園課 
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（２）より質の高い教育・保育の推進【重点施策２】 

【現状と課題】 

幼児期は人間形成の基礎をつくる重要な時期であり，家庭での親子関係の構築も大切です。

現状では１・２歳児で８割ほど，５歳児で９割を超えて保育所・幼稚園・認定こども園等を

利用しており，家庭と保育施設の双方が重要な役割を担っています。 

また，小学校に入学した後も，子どもたちが学びに向かい，幼児期に育まれた力を更に伸

ばしていくためには，幼児教育から小学校教育への連携・接続が重要です。本市では「のび

のび土佐っ子【保・幼・小連携】プログラム」を基に，「人・組織・教育をつなぐ」取組を進

め，保・幼・小連携推進地区の先進的な取組を全市的に広めています。また，令和４年度か

ら，文部科学省委託事業「幼保小の架け橋プログラム」のモデル地域において，教職員の対

話による架け橋期の「子どもの育ちと学びをつなぐ」教育方法の充実・改善を目指した取組

を進めており，今後全市的に拡充する必要があります。 

【具体的な事業内容】 

今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜職員への研修・巡回相談の実施＞ 

本市主催研修，園内研修などの支援を行っていくと

ともに，高知県の研修受講勧奨や高知県と共催の研修

会による支援も引き続き進めていきます。また，幼児

教育・保育に関する専門的知識や経験を有する子ども・

子育て相談支援員を配置し，保護者等の相談支援や全

ての園の巡回相談を行い，教育・保育の質の向上に努

めます。 

・職員に関する研修 

・子ども・子育て相談支援員

による巡回相談 

保育幼稚園課 

＜保育所・幼稚園・認定こども園等，小学校等との連

携・接続の推進＞ 

幼稚園教育要領，保育所保育指針，幼保連携型認定

こども園教育・保育要領，小学校学習指導要領等に基

づき，これまでの接続期の取組を継続・充実させなが

ら，モデル地域の取組を踏まえ，各推進地区に応じた

支援を継続するとともに，好事例の発信等を行い，全

市的な架け橋期の教育の充実に努めます。 

・のびのび土佐っ子【保・幼・

小連携】プログラム 

・保・幼・小連携推進地区事

業 

学校教育課 

保育幼稚園課 

＜子ども・子育て支援施設等の保育の質の確保・向上＞ 

幼児教育・保育の無償化の対象となる認可外保育施

設などの施設について，国の指導監督基準を満たす施

設は幼児教育・保育の無償化の対象とし，基準を満た

していない施設は年１回の立入調査による指導監督や

研修受講勧奨を行うなど，保育の質の確保・向上に努

めます。 

・職員に関する研修 保育幼稚園課 
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３ 子育てしやすい環境の整備 

（１）地域ぐるみの子育て支援のまちづくり【重点施策３】 

【現状と課題】 

出生数の減少と児童数の減少，核家族化や地域とのつながりの希薄化，自分が生まれ育っ

た地域以外で育児をする家庭の増加などにより，身近に相談できる人がいない，頼れる人が

いない，育児仲間や育児のモデルとなる存在がいないことから，子育て家庭が孤立し，子育

ての不安や負担感が増しています。子どもたちも多様な大人や子どもに関わる経験が少なく，

社会性やコミュニケーションの発達に影響を及ぼしています。 

このため，身近な地域で，子育て家庭同士がつながることができる場，保護者や子どもが

地域とつながることができる場，情報交換や育児相談ができる場が求められており，本市で

は平成 10 年度から「地域子育て支援センター」を拠点施設とし，子育て親子が出会い交流

できる場を提供し，職員がその交流を促進するとともに，相談対応や情報提供を行っていま

す。 

また，保育所，幼稚園や認定こども園等が園庭開放や相談事業などを行っています。この

ほか，高知市社会福祉協議会の地域福祉コーディネーター＊が地域ごとのニーズ把握や住民

活動の支援，社会福祉法人の公益的な取組や企業の地域貢献活動の支援を行うことで，地域

福祉活動の担い手への支援や地域資源の開発などにつながっています。また，民生委員・児

童委員と協働した地域活動や，子育て分野の活動者同士の交流の場づくりを関係機関と協働

して行っています。 

【具体的な事業内容】 

今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜地域子育て支援センターにおける取組の推進＞ 

地域子育て支援センターにおいては，交流や相談な

どの基本となる事業だけでなく，子育て世代と多様な

世代が知り合い，地域での見守りや支え合いにつなが

るよう，交流や行事などを通じて，地域の人や場とつ

ながる取組を行います。 

また，地域子育て支援センターでのボランティア活

動などを通じて多世代交流ができる機会をつくってい

きます。 

・地域子育て支援拠点事業 

（地域子育て支援センター）＊ 

・こうち笑顔マイレージ事業 

子ども育成課 

保育幼稚園課 

基幹型地域包

括 支 援 セ ン

ター 

＜多様な主体が行う子育て支援活動の推進＞ 

地域の中で子育て家庭が孤立しないよう，保育所，

幼稚園や認定こども園等での園庭開放や相談事業を継

続していくとともに，地域住民が主体となる子育て支

援活動を推進し，「地域ぐるみの見守り」や「地域で

の支え合い」を進めます。 

・子育て集いの場＊活動支援

事業 

・子育てサークル支援事業 

・子育て相談事業，園庭開放 

・ほおっちょけん相談窓口 

・地域福祉コーディネーター

の配置 

子ども育成課 

保育幼稚園課 

地域共生社会

推進課 
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今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜ネットワークづくりの推進＞ 

多様な主体（地域子育て支援センター，保育所，幼

稚園や認定こども園など，住民主体の子育て支援活動）

が地域ごとの課題解決に向けたネットワークづくりを

進め，効果的な連携体制がとれるよう取り組みます。 

・地域子育て支援拠点事業 

（地域子育て支援センター） 

・子育て集いの場活動支援事

業 

・子育てサークル支援事業 

・子育て相談事業，園庭開放 

・保健師の地区活動 

・利用者支援事業 

（こども家庭センター型, 

基本型） 

・地域福祉コーディネーター

の配置 

子ども育成課 

保育幼稚園課 

母子保健課 

地域共生社会

推進課 

 

 

（２）子育て支援体制の充実【重点施策３】 

【現状と課題】 

少子化，核家族化，地域とのつながりの希薄化などにより，身近に相談できる人がいない，

頼れる人がいない子育て家庭が増えています。また，複合的問題を抱えている家族も多く，

子育て支援関係の機関のみでは対応しきれないのが現状です。そのため，妊娠期から子育て

全般にわたる相談や一時預かりなどの支援体制を充実し，子育て以外の分野との連携を進め

ていくとともに，重要な節目に支援が切れないようにする必要があります。 

具体的には，親子サポートステーション３か所を地域子育て支援センターと併設し，妊娠

期から育児期を通して幅広い相談に対応できるようにしています。また，親子サポートス

テーションを併設しない地域子育て支援センターでも，専門職による相談が受けられるよう

相談日を設けています。 

また，産後の母親のケアのため産後ケア事業を実施し，母親の休息や身体・心理的ケアや

育児相談に対応しています。 

そして，家庭の状況やニーズに応じて，保育所，幼稚園や認定こども園等での一時預かり

やファミリー・サポート・センター事業＊，子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイラ

イトステイ）による支援体制を整備しています。 

しかしながら，これらのサポート情報の周知や利用については，まだ課題があります。子

育て家庭にとって身近な敷居の低い場所で子育て家庭に寄り添いながら，必要な人が必要な

支援やサービスにつながる取組を進めていくことが求められています。 
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【具体的な事業内容】 

今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜切れ目ない相談支援と多機関協働＞ 

地域子育て支援センターと親子サポートステーショ

ンを中心に，身近な場所での妊娠期から子育て期の切

れ目ない相談支援，情報発信を継続していきます。 

また，複合的な問題を抱えた家族からの相談に対応

するため，多機関協働による支援に取り組んでいきま

す。 

・利用者支援事業（こども家

庭センター型） 

・妊産婦子育て相談はぐくみ 

・地域子育て支援拠点事業 

（地域子育て支援センター） 

・重層的支援体制整備事業 

（多機関協働） 

母子保健課 

子ども育成課 

保育幼稚園課 

地域共生社会

推進課 

＜産後ケア事業の推進＞ 

産後早期から，母親の身体・心理的ケアや育児相談，

休息ができる産後ケア事業を推進していきます。 

・産後ケア事業 母子保健課 

＜ブックスタート及び社会資源の活用につながる取組＞ 

親子でのふれあいや絵本の読み聞かせにふれるきっ

かけづくりの事業を行い，地域子育て支援センターや

図書館など社会資源の活用につなげていきます。 

・親子絵本ふれあい事業 子ども育成課 

＜一時的な預かりなどに係る事業の実施＞ 

家庭の状況やニーズに合わせて，必要なときに子ど

もを預かることができるよう，現在の事業を継続して

いきます。 

・一時預かり事業（幼稚園型） 

・一時預かり事業 

（幼稚園型以外） 

・ファミリー・サポート・セ

ンター事業 

・ 子 育 て 短 期 支 援 事 業

（ショートステイ・トワイ

ライトステイ） 

保育幼稚園課 

子ども育成課 

子ども家庭支

援センター 

＜相談機能の充実＞ 

身近な場所で日常的な相談ができるよう，相談機能

の充実を図ります。 

また，相談から必要なサービスや事業につながるよ

う，寄り添い型支援を行う事業を開始できるよう取り

組みます。 

・地域子育て支援拠点事業 

（地域子育て支援センター） 

・ほおっちょけん相談窓口 

・利用者支援事業（基本型 

地域子育て相談機関） 

子ども育成課 

保育幼稚園課 

地域共生社会

推進課 

＜子育て世代への情報発信＞ 

妊娠期から子育て期までの情報を整理し，今後も，

効果的かつ効率的な発信方法に取り組みます。 

また，保育所，幼稚園や認定こども園などの職員，

子育て支援活動を行う地域住民など，子育て世代に関

わる者へも同様に情報発信を行い，子育て世代に情報

をつなぐことができるよう取り組みます。 

・こうちし子育てガイドぱむ 
母子保健課 

子ども育成課 

＜社会資源の集約・情報提供＞ 

子ども・子育て，高齢，障がいや地域活動など，各

分野の社会資源情報を集約し，市民や支援者に向けた

情報提供を引き続き行います。 

・高知くらしつながるネット

（愛称Ｌｉｃｏネット） 

地域共生社会

推進課 
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（３）多様な保育サービスの充実 

【現状と課題】 

本市では，令和６年度当初で保育所や認定こども園，地域型保育事業所で延長保育を 89施

設，一時保育を 27施設で実施しています。幼稚園や認定こども園では 27園で預かり保育や

早朝保育，９施設で休日保育を行っています。病児保育事業は医療機関併設施設３か所，保

育所併設施設２か所で行われ，体調不良児対応型は 63か所で実施しています。 

小学校の放課後児童クラブは 82 クラブを開設していますが，高学年の待機児童が発生し

ています。 

多様化するニーズに対応するため，子ども・子育て支援新制度の枠組み内でこれらの保育

サービスの実施体制の整備が必要です。 

【具体的な事業内容】 

今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜保育ニーズへの対応＞ 

時間外保育事業，一時預かり事業，病児保育事業に

ついては，保育ニーズに対応した事業の実施に取り組

みます。 

・時間外保育事業 

（延長保育事業） 

・休日保育事業 

・一時預かり事業 

（幼稚園型） 

・一時預かり事業 

（幼稚園型以外） 

・病児保育事業 

（病児・病後児対応型） 

・病児保育事業 

（体調不良児対応型） 

保育幼稚園課 

子ども育成課 

＜小学校の放課後児童クラブの待機児童解消に向けた

取組＞ 

国が令和５年 12 月に策定した「放課後児童対策パッ

ケージ＊」に基づき，新たに整備する場合には学校の余

裕教室などの十分な活用を図った上で，不足する場合

には小学校の敷地外の施設などを含めて必要な放課後

児童クラブ数を確保していきます。 

また，高知県などと連携して放課後児童クラブに従

事する放課後児童支援員の研修の充実を図り，更なる

質の向上を目指します。 

・放課後児童健全育成事業＊ 子ども育成課 
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（４）男女ともに仕事と育児が両立しやすい環境づくり 

【現状と課題】 

本市の産業構造は第３次産業が中心で，景気の影響を受けやすく，雇用環境が不安定です。

若年層は低所得や長時間労働のため，結婚や出産を先送りする傾向があり，就業環境が家庭

生活に与える影響が懸念されています。 

内閣府の調査では，「子育てや介護中でも仕事が続けられる支援」や「再就職支援」が求め

られていますが，本市のニーズ調査では父親の育児休業取得率が低く，職場環境の整備が進

んでいません。母親の就労割合や就労希望も増加しており，親子の時間を大切に考え，余裕

を持って子どもと向き合い，共に過ごす時間やふれあう経験を確保するため，仕事と育児の

両立支援が課題です。 

誰もが性別に関わりなく，その個性と能力を十分に発揮できるように仕事や子育て，その

他の生活との調和がとれた働き方が重要となっており，行政の支援が求められています。 

【具体的な事業内容】 

今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜若年者の経済的自立のための環境づくり＞ 

雇用の場を確保するための地場産業の振興や企業誘

致の推進に取り組みます。さらに，就職支援活動を通

して職業観の醸成や就職力の向上につなげていきま

す。 

・無料職業紹介事業 

・求職者向けセミナーなど 
産業政策課 

＜ワーク・ライフ・バランスの普及・推進＞ 

育児休業や短時間勤務などの両立支援制度の定着を

図るため，国・高知県と連携してワーク・ライフ・バ

ランスを普及・推進します。 

・ワーク・ライフ・バランス

の推進 

人権同和・男女

共同参画課 

産業政策課 

＜仕事と育児の両立しやすい環境づくり＞ 

誰もが仕事と育児を両立することができる環境をつ

くっていくために重要となる男女共同参画の意識を社

会全体に浸透させることにより，男女ともに仕事と育

児が両立しやすい環境づくりに取り組みます。 

・男女共同参画の推進 
人権同和・男女

共同参画課 
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（５）子育て家庭にやさしい生活環境の整備 

【現状と課題】 

本市では，子どもや保護者，妊産婦が安全に子育てできる環境整備が重要です。 

現在，建築物や道路などの公共的施設に対しては，全ての人が利用しやすい施設になるよ

う，「高知県ひとにやさしいまちづくり条例」に基づく特定施設の審査を行っており，引き続

き取り組んでいく必要があります。 

また，子どもたちが気軽に利用できる公園については，バリアフリーに配慮した整備を

行っていますが，遊具などの多くの公園施設が老朽化しており，安全に公園が利用できる整

備が必要となっています。 

さらに交通安全に関しては，市民一人ひとりが交通ルールを守る意識を高め，交通マナー

を向上させることが重要です。特に，園児や児童への交通安全教育を重視し，それを担う指

導員を配置し，各学校などでの交通安全教室を実施しています。 

【具体的な事業内容】 

今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜ひとにやさしいまちづくり条例に基づく審査＞ 

子育て家庭や妊産婦など，全ての人が安全かつ快適

に公共的施設の利用ができるよう，特定施設の審査な

どを実施します。 

・ひとにやさしいまちづくり

条例に基づく審査 

・高知市交通バリアフリー基

本構想 

障がい福祉課 

都市計画課 

＜公園の整備＞ 

子どもたちの身近な遊び場である公園を，安全に利

用できるように整備に取り組みます。 

・都市公園整備事業 

・公園遊園整備改良事業 

・公園施設長寿命化整備事業 

みどり課 

＜交通安全の取組＞ 

子どもを交通事故から守るため，交通安全教育を推

進し，各学校や地域における交通安全指導や通学路の

安全点検などに取り組みます。 

・交通安全活動の推進 
くらし・交通安

全課 
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４ 専門的な知識及び技術を要する支援の充実 

（１）児童虐待の発生予防【重点施策４】 

【現状と課題】 

児童虐待は，子どもに対する人権侵害であり，子どもの心身に大きな傷跡を残し，その後の

成長に様々な影響を及ぼします。児童虐待は，身体的，精神的，社会的，経済的等の要因が複

雑に絡み合って起こると考えられます。しかし，それらの要因を多く有しているからといって，

必ずしも虐待につながるわけではありません。虐待の発生を予防するためには，早期にリスク

要因を把握し，適切な支援につなぐことで，地域社会からの孤立を防ぐことが重要です。 

一方，「ヤングケアラー」は家庭内のデリケートな問題で，本人や家族に自覚がないなどと

いった理由から，支援が必要であっても表面化しづらくなっています。これらの現状を早期

に把握し，母子保健，福祉，障がい，介護，医療，教育などの分野と連携して適切な支援を

行うことが重要です。 

【具体的な事業内容】 

今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜母子保健活動・子育て支援事業の重層的な実施＞ 

妊娠・出産・子育ての過程において，母子保健の活動

や各種の子育て支援事業を重層的に行います。これによ

り，全ての子育て家庭の育児力を高め，育児の負担感や

孤立感を減らし，児童虐待の発生予防につなげます。 

・利用者支援事業 

（こども家庭センター型） 

・乳児全戸家庭訪問事業 

・１歳６か月児健康診査 

・３歳児健康診査 
母子保健課 

＜子育て相談支援体制＞ 

子育ての相談支援体制の整備を進め，保健・福祉サー

ビス・医療機関との連携を強化します。また，職員の

資質や実践力を向上させ，支援が必要な子どもや妊婦

の家庭を早期に把握し支援します。 

・継続看護連絡票による地域

医療連携 

＜養育支援を必要としている家庭への支援＞ 

養育支援が特に必要な家庭を専門の職員が訪問し，

養育に関する指導や助言，食料や育児用品の提供など

を行います。 

・児童家庭相談 

・養育支援訪問事業 

・支援対象児童見守り強化事業 

子ども家庭支

援センター 
＜児童虐待についての理解促進＞ 

保護者や地域住民が児童虐待についてより深く理解

できるように，講演会や研修会を実施します。体罰に

よらない子育てを推進するための啓発，及び関係機関

への研修も行います。また，職員の資質や実践力を向

上させ，支援が必要な家庭を早期に把握し支援します。 

・児童虐待予防推進事業 

・子どもを守る地域ネット

ワーク機能強化事業 

＜ヤングケアラーについての理解促進＞ 

ヤングケアラーについては，地域共生社会実現のため

の取組として，教育や母子保健，障がい，高齢，福祉な

どの分野に配置した包括的相談支援員などを活用し，世

帯に必要な支援へ適切につなげることが重要であり，必

要な支援体制を多機関協働で強化していきます。 

また，地域の民生委員や学校現場などに対する研修

の機会を積極的に確保し，ヤングケアラーについての

広報啓発を行います。学校現場や教育研究所（スクー

ルソーシャルワーカーなど）との連携を強化していく

ことで，子どもたちに対して，ヤングケアラーについ

ての理解を促進していきます。 

・児童虐待予防推進事業 

・重層的支援体制整備事業 

（多機関協働） 

・スクールソーシャルワー

カー（ＳＳＷ）配置事業 

子ども家庭支

援センター 

地域共生社会

推進課 

教育研究所 
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（２）要保護児童の早期発見と迅速・適切な対応 

【現状と課題】 

児童虐待の相談や通告があった場合，安否確認や調査を行い，関係機関と連携して継続的

な家庭支援を行っています。養育困難な家庭には，支援が必要な児童の見守りや，専門的な

養育に関する指導・助言，家事援助などを行っています。これらの取組は，平成 19 年度に

設置された「高知市要保護児童対策地域協議会」が中心となり，様々な地域ネットワークを

動員し，子どもを見守り，必要な支援につなげています。この協議会では，毎月実務者会議

を開催し，支援方針や役割分担を見直しています。 

また，転居ケースでは他の自治体と情報共有し，児童相談所とも連携することで，迅速な

対応を行っています。より効率的かつ効果的な支援体制の維持，そして関係機関との更なる

連携強化が今後の課題となっています。 

【具体的な事業内容】 

今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜養育支援を必要としている家庭への支援＞ 

専門の職員が家庭を訪問し，養育に関する指導や助

言，食料や育児用品の提供などを行います。 

・児童家庭相談 

・養育支援訪問事業 

・支援対象児童見守り強化事業 

子ども家庭支

援センター 

＜訪問による生活の支援＞ 

家事や子育てに対して不安や負担を感じている子育

て家庭や妊産婦，ヤングケアラーがいる家庭を訪問し，

家事・子育てなどの支援を行います。 

 

・子育て世帯訪問支援事業 

 

＜一時的な預かり事業の実施＞ 

保護者の事由により児童の養育が一時的に困難と

なった場合や保護者の身体的，精神的負担の軽減が必

要な場合は，児童養護施設等で子どもを一時的に預か

る支援を行います。 

・子育て短期支援事業 

＜関係機関との連携強化・児童虐待予防に関する啓発＞ 

虐待を受けている子どもを早期発見し，適切な支援

を行うために，関係機関と円滑な連携が行えるよう体

制を整備します。また，児童虐待予防の啓発活動を推

進します。 

・要保護児童対策地域協議会 

・児童虐待予防推進事業 

・子どもを守る地域ネット

ワーク機能強化事業 

＜地域力の強化＞ 

子育て家庭が地域の中で孤立しないよう，身近な圏

域で困りごとを気軽に相談できる環境を整えるととも

に，住民主体の見守り活動の充実など課題解決に向け

た地域力の強化を進めます。 

・ほおっちょけん相談窓口 

・地域福祉コーディネーター

の配置 

地域共生社会

推進課 

＜職員の資質や実践力の向上＞ 

複合的な問題を抱えた家族からの相談に対応するた

め，相談支援部署の職員を対象とした研修や支援会議

の開催などを通して，職員の資質や実践力の向上を図

ります。 

・重層的支援体制整備事業 

（包括的相談支援） 

地域共生社会

推進課 

母子保健課 

子ども家庭支

援センター 
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（３）障がいなど特別な支援を必要とする子どもへの支援の充実【重点施策５】 

【現状と課題】 

障がい児支援の充実を図るため，子ども発達支援センターを中心に早期発見・早期療育体

制を整備しています。親子通園施設ひまわり園の運営や就学前，学校教育，放課後支援など

を進めていますが，特別支援教育の相談件数増加と多様なニーズに対応するため，支援体制

の充実が求められています。 

障害者相談センター・指定相談支援事業所・基幹相談支援センターの３層の相談支援体制

を整備しました。今後も多様なニーズに対応するために，マネジメント力の向上や多機関と

のネットワークの充実に取り組む必要があります。 

また，障害児通所支援も利用者及び事業所が増えており，令和６年度に児童発達支援管理

責任者検討会を立ち上げ，事業所の支援の質向上と地域課題解決に取り組んでいます。 

特別支援学校が開催する進路相談会には関係機関も参加し，将来に向けた支援体制を検討

しています。また，高等部２年生を対象に就労アセスメントを実施し，進路に生かせるよう

取り組んでいます。卒業後は新たな支援機関が加わるため，切れ目ない支援体制に取り組む

必要があります。 

さらに，医療的ケアが必要な子どもやその家族の支援強化も必要です。そのための検討会

を設置し，支援体制の整備を進めています。 

【具体的な事業内容】 

今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜各専門機関と連携した，必要な支援につながる支援

体制の整備＞ 

幼児期の健診について受診率向上や従事者の資質向

上に取り組みます。 

また，子どもの障がいや発達の遅れに対する保護者

の受容過程に配慮しながら，子ども発達支援センター

や保育所・幼稚園・認定こども園など，専門医療機関

などの関係機関の連携のもと，必要な支援につながる

ことができる体制を目指します。 

・新生児聴覚検査事業 

・１歳６か月児健康診査 

・３歳児健康診査 

・子ども発達支援センター相

談事業 

母子保健課 

＜子ども発達支援センターを中心とした発達支援の取

組・スムーズなサービスへの移行＞ 

子ども発達支援センターの早期療育教室やひまわり

園をはじめとする発達支援の取組を通じて，きめ細か

い支援を行うとともに，関係機関と連携し，サポート

ファイルなども活用しながら児童発達支援サービスな

どへのスムーズな移行を目指します。 

・子ども発達支援センター相

談事業 

・早期療育教室 

・親子通園施設ひまわり園 

・専門医相談・心理士相談 

＜相談支援の取組の強化＞ 

指定障害児相談支援事業所の確保に取り組みます。

研修会や意見交換会を継続し，相談支援専門員の質の

向上や多機関との連携のための取組を強化します。 

・障害児相談支援事業 障がい福祉課 
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今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜一人ひとりの発達に応じた支援活動の実施（小学校

就学前における支援）＞ 

保育所・幼稚園・認定こども園等が教育研究所や子

ども発達支援センターなどの関係機関と連携し，一人

ひとりの発達に応じた支援活動が行えるように取り組

みます。また，児童発達支援管理責任者検討会で障が

い児支援の質の向上に取り組み，児童発達支援事業所・

保育所等訪問支援事業所と子どもの就園先・就学先と

の連携を図ります。 

・小学校就学前の子どもに対

する早期支援 

・保育所・幼稚園・認定こど

も園等への技術支援 

・特別支援加配保育士雇用費

補助金 

・特別支援保育に関する研修会 

・保育所等訪問支援事業 

・児童発達支援事業 

・自立支援協議会 

・児童発達支援管理責任者検

討会 

保育幼稚園課 

母子保健課 

障がい福祉課 

＜学校教育における一人ひとりのニーズに応じた支援＞ 

特別な支援を必要とする幼児児童生徒に対し，丁寧

な就学相談・教育相談を実施するとともに，就学・進

学時のスムーズな移行支援に取り組み，個別の教育支

援計画や指導計画に基づく支援の充実を図ります。ま

た，教職員の専門性の向上を目指した研修や特別支援

学級へのアドバイザーの訪問・助言などを行うととも

に，特別支援教育支援員の配置に努めます。 

・教育相談・就学相談 

・就学への移行支援 

・市立学校教職員研修 

・特別支援学級サポート事業 

・特別支援教育支援員配置事業 

教育研究所 

学校教育課 

保育幼稚園課 

＜放課後や長期休業における支援の充実＞ 

日中一時支援事業や放課後等デイサービスなどの支

援内容の充実に取り組みます。放課後児童クラブにつ

いては，障がいの特性に関する研修などを充実させる

とともに，学校や関係機関との連携を進め，一人ひと

りの特性に応じた支援を行います。 

・放課後や休日・長期休業へ

の支援 

・放課後等デイサービス 

・日中一時支援事業 

・短期入所事業 

・放課後児童クラブ 

障がい福祉課 

母子保健課 

＜特別支援学校卒業後に向けた支援＞ 

特別支援学校進路相談会を効果的に開催するととも

に，就労アセスメント力の向上を図り，関係機関との

連携強化に取り組みます。 

・卒業後に向けた支援 

・特別支援学校進路相談会 

・就労移行支援事業 

・自立支援協議会・就労検討会 

障がい福祉課 

＜医療的ケア児や重度の障がいのある子どもの支援の

充実＞ 

「高知市医療的ケア児及び重度の障害のある子ども

の支援検討会」での協議を通して，地域で安心して生

活できるための支援の充実に取り組みます。 

・高知市医療的ケア児及び重

度の障害のある子どもの支

援検討会 

母子保健課 

 

 

（４）ひとり親家庭の自立支援の推進 

【現状と課題】 

就業や収入に関する問題を抱える傾向にあるひとり親家庭の生活安定と自立促進のため

には，就業支援と経済的支援が必要です。 

本市では，就業支援として，ひとり親家庭支援センター無料職業紹介所＊で就業相談や情

報提供を行い，母子家庭等自立支援給付金制度＊による技能取得のための受講料や生活費の

一部を助成しています。 

経済的支援では，児童扶養手当の支給，医療費助成，母子父子寡婦福祉資金＊の貸付けを

実施しています。  
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さらに，母子・父子自立支援員＊や子ども家庭相談員＊が，子育てや生活の悩みに対応・助

言し，関係機関と連携して自立に向けた支援を行っています。今後もこれらの支援の充実と

継続的な支援体制の強化が求められています。 

【具体的な事業内容】 

今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜自立に向けた支援及び相談機能の充実＞ 

ひとり親家庭の自立に向けて，関係機関などと連携

しながら，支援内容及び相談機能の充実を図ります。 

・児童家庭相談 

・母子家庭等就業・自立支援

センター事業 

・母子・父子・寡婦家庭の生

活相談 

子ども家庭支

援センター 

子育て給付課 

＜支援制度の周知＞ 

ひとり親家庭に関する各種支援制度を積極的に周知

し，制度を利用しやすい環境を整備します。 

・ひとり親家庭医療費助成 

・児童扶養手当 

・母子家庭等自立支援教育訓

練給付事業 

・母子家庭等高等職業訓練促

進給付事業 

・母子父子寡婦福祉資金貸付

事業 

子育て給付課 

 

 

（５）厳しい環境に置かれた子どもと家庭への支援 

【現状と課題】 

令和元年の「子どもの貧困対策の推進に関する法律」の改正により，市町村計画を策定す

ることが努力義務となりました。 

その後，こども基本法に基づく「こども大綱」に「子供の貧困対策に関する大綱」が一元

化され，令和６年に，法の名称が「こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律」

に改められるなど，目的や基本理念の充実が図られました。 

本市では子ども・子育て支援事業計画と一体的に策定し，貧困対策に取り組んでいます。 

 

①教育の支援 

【現状と課題】 

本市は，幼児教育・保育無償化，副食給食費の減免や就学援助制度などで経済的支援を実

施し，要保護児童やひとり親家庭への支援を拡充しています。また，高知チャレンジ塾運営

事業＊による学習支援は，生活困窮世帯の中学生の高校進学率の向上につながっています。 

保育幼稚園課に配置されている子ども・子育て相談支援員は，保育所・幼稚園・認定こど

も園等の保護者の負担を軽減するため，相談支援や巡回相談を行っています。また，家庭支

援推進保育事業対象の保育所には家庭支援推進加配保育士を配置し，厳しい環境に置かれた

子どもと家庭への支援を行っています。さらに，地域学校協働本部事業＊やコミュニティ・

スクール推進事業で地域と学校の連携を強化し，放課後子ども教室で安全な居場所を提供し

ています。今後はこれらの取組の継続と拡充が課題です。 
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【具体的な事業内容】 

今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜幼児教育・保育における支援＞ 

引き続き，子ども・子育て相談支援員を配置し，保

護者からの相談支援や巡回相談を行います。年に数回

の専門的研修（本市・高知県）の受講を必須とする家

庭支援推進加配保育士を配置し，保育所における家庭

支援の質の向上と経済的支援に取り組んでいきます。 

・子ども・子育て相談支援員

による巡回相談 

・家庭支援推進保育事業 

・実費徴収に係る補足給付を

行う事業* 

保育幼稚園課 

＜小学校・中学校・義務教育学校への就学における支援＞ 

経済的困難な家庭に，就学に必要な学用品費や給食

費などを援助します。制度の周知徹底とアクセスしや

すい環境の整備を進めます。手続の見直しを行い，保

護者の負担軽減と審査・支給の迅速化，透明性の向上

を図ります。 

・就学援助制度 
青少年・事務管

理課 

＜中学進学時における支援＞ 

出費がかさむ中学進学時の初期経費を支援します。 
・中学進学時祝金支給事業 

＜高知チャレンジ塾における学習支援＞ 

「学習の場」としての側面を軸に，「居場所」の役

割を果たしつつ，一人ひとりの子どもに応じた学習支

援を続けていきます。 

・高知チャレンジ塾運営事業 

学校教育課 

＜学校と地域の連携・協働による支援＞ 

保護者や地域住民が，学校における教育活動に参画・

協力することで，地域ぐるみで子どもを見守り育てる

体制づくりを目指します。この事業の活動や成果を広

く周知し，活動の充実を進めていきます。 

・地域学校協働本部事業 

＜コミュニティ・スクールにおける支援＞ 

コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）は，

学校と地域住民などが力を合わせて学校の運営に取り

組むことで，地域と一体となって学校づくりを進める

ことができます。 

本市において活動の充実に向けた取組を進めていき

ます。 

・コミュニティ・スクール推

進事業 

＜放課後子ども教室における支援＞ 

放課後子ども教室で学習を終えた後，児童クラブに

帰会するなど，児童の年齢に応じた対応を行い，校内

交流型・連携型の取組を推進していきます。 

・放課後子ども教室推進事業 子ども育成課 
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②生活の安定に資するための支援 

【現状と課題】 

経済的に困窮している家庭の出産の場合には，助産制度による支援を行っています。 

生活困窮者自立支援法に基づき，高知市生活支援相談センターで，自立相談支援，一時生

活支援，家計改善支援などを行っています。また，幼児期から厳しい環境下で生育した子ど

もは，不登校，未就労，ひきこもりなどを経て，成人してからも社会的孤立状態に陥るリス

クが高いため（貧困の連鎖），早期発見，早期支援の実施が重要です。 

今後は，地域内の潜在的な生活困窮者を早期に把握し，関連機関との連携を強化すること

が必要です。 

住宅支援では，市営住宅の特定目的住宅の募集，セーフティネット住宅の普及促進や母子・

父子・寡婦福祉資金貸付制度を行っています。また，口腔保健に関しては，フッ化物洗口を

支援し，食の支援では食育の推進と子ども食堂の活用が進められています。これらの支援の

更なる充実と連携強化が求められています。 

【具体的な事業内容】 

今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜助産制度による支援＞ 

経済的に困窮している家庭が安心して出産できるよ

う支援を行います。 

・助産制度 母子保健課 

＜生活困窮者自立支援法に基づく支援＞ 

各種支援事業の充実・強化を図るとともに，高知市

生活支援相談センターをはじめとする関係支援機関の

連携体制の一層の強化・拡充を進めます。 

多様で複合的課題を抱える生活困窮者の把握と，そ

れぞれの課題に応じた適切な相談支援を行います。 

生活困窮世帯の子どもについても，親への支援によ

る家庭環境の改善や，地域社会との様々な関わりを通

じ，安心して生活できる環境を整えられるよう支援し

ます。 

・生活困窮者自立支援事業 

・一時生活支援事業 

・家計改善支援事業 

・生活困窮者就労準備支援事業 

・生活困窮者就労訓練事業 

・住居確保給付金 

福祉管理課 

＜生活困窮世帯の子どもへの支援＞ 

生活保護受給世帯などの生活困窮世帯の子どもに対

しては，専門支援機関へのつなぎや，民生委員・児童

委員，地区社会福祉協議会，ＮＰＯ法人，子ども食堂

などの地域資源の利用勧奨，高知チャレンジ塾への参

加促進などを通じ，進学に向けた助言や学習支援，安

心して過ごすことのできる居場所の提供を行い，可能

な限り早い段階からの支援に努めます。 

・生活困窮者自立支援事業 

＜一時的な預かり事業の実施＞ 

保護者の事由により児童の養育が一時的に困難と

なった場合や保護者の身体的，精神的負担の軽減が必

要な場合は，児童養護施設等で子どもを一時的に預か

る支援を行います。 

・子育て短期支援事業 

子ども家庭支

援センター 

＜養育支援を必要としている家庭への支援＞ 

専門の職員が家庭を訪問し，養育に関する指導や助

言を行います。 

・児童家庭相談 

・養育支援訪問事業 
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今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜母子の自立促進のための支援＞ 

配偶者のいない女性のほか，ＤＶ等により夫婦が一

緒に住むことができないなどの母子を入所させ，母親

への日常生活の支援や就労支援などを行います。 

・母子生活支援施設措置 
子ども家庭支

援センター 

＜住宅に関する支援＞ 

市営住宅の建替えや改修などにより，特定目的住宅

として子育て世帯向け住宅を確保するとともに，民間

賃貸住宅においては，セーフティネット住宅や居住サ

ポート住宅の普及促進などによる居住支援の充実を図

ります。 

・子育て世帯向け住宅の確保 

（市営住宅・セーフティネッ

ト住宅など） 

住宅政策課 

＜口腔保健の推進＞ 

歯科保健においては，むし歯予防のためのフッ化物

洗口を実施する保育所・幼稚園・認定こども園，学校

の増加に向けて支援します。 

・フッ化物応用推進事業 

（フッ化物洗口実施支援） 

健康増進課 

学校教育課 

保育幼稚園課 

 

 

③保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援 

【現状と課題】 

本市では，ひとり親家庭の親に対し，職業訓練講座受講時の生活費や受講料の一部助成の

ほか，母子父子寡婦福祉資金の貸付けを行っています。また，生活保護世帯に対しては，就

労促進員が，ハローワークとも連携しながら伴走的に就労に向けた支援を行っています。そ

して生活困窮世帯に対しては，高知市生活支援相談センターによる総合的な支援を実施し，

中でもすぐには一般就労につくことが困難な方に対しては，その準備として日常生活の改善

や就労体験などによる基礎能力の形成を行う就労準備支援事業を，市内５つの認定訓練事業

所と連携して行っています。 

課題として，これら支援の更なる拡充と連携強化が求められています。 

【具体的な事業内容】 

今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜ひとり親家庭への就労支援＞ 

ひとり親家庭の自立に向けて，関係機関などと連携

しながら，支援内容及び相談機能の充実を図ります。 

ひとり親家庭に関する各種支援制度を積極的に周知

し，制度を利用しやすい環境を整備します。 

・母子家庭等就業・自立支援

センター事業 
子育て給付課 

＜生活保護受給者への就労支援＞ 

引き続き，ケースワーカーによる支援と併せた就労

促進員による専門的な就労支援を実施し，就労による

経済的自立だけでなく，社会参加を通じた日常生活・

社会生活上の自立を促進します。 

また，高知労働局・ハローワーク高知との連携によ

り，ハローワークの窓口を生活保護の相談窓口に併設，

就労促進員とハローワークの就労ナビゲーターの連携

によるきめ細かい就労支援を実現します。 

・被保護者就労支援事業 

・生活保護受給者等就労自立

促進事業 

福祉管理課 
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今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜生活困窮者への就労支援＞ 

高知市生活支援相談センターにおいて，どのような

支援が必要かを一緒に考えて具体的な支援プランを作

成し，生活の安定に向けた支援を行います。また，生

活リズムが崩れている，社会との関わりに不安がある

など，就労に向けた準備の整っていない方に対しては，

就労を通じた自立や社会参加に向けた支援を行いま

す。 

・生活困窮者自立相談支援事業 

・生活困窮者就労準備支援事業 

・家計改善支援事業 

福祉管理課 

 

 

④経済的支援 

【現状と課題】 

本市の 18 歳までの子どもの約 1.9％に当たる人が生活保護を受けており，小学生から高

校生までの子どもがいる世帯に対しては，教育扶助や高等学校などの就学費の支給を行うほ

か，進学・就職準備給付金制度の周知も行っています。 

また，中学生までの子どもや 18 歳までの子どもを養育しているひとり親家庭に対し医療

費を助成するとともに，児童手当・児童扶養手当・災害遺児手当を支給しています。ひとり

親家庭支援センターでは就業支援や養育費確保の相談を行い，無料の司法書士・弁護士相談

も実施しています。課題は，支援の継続と拡充，関係機関との連携強化です。 

【具体的な事業内容】 

今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜医療費の助成＞ 

健康保険に加入している中学生までの子ども医療

費，18 歳までの子どもがいるひとり親家庭及び両親の

いない子どもとその養育者の医療費のうち保険診療分

の自己負担分について，引き続き助成します。 

・子ども医療費助成 

・ひとり親家庭医療費助成 

子育て給付課 

＜児童手当・児童扶養手当制度の着実な実施＞ 

制度の改正に対応し，事務の円滑な履行に努めます。 

また，交通事故・海難・労働災害などにより，生計

の中心となる方を失った義務教育終了前の児童の養育

者に災害遺児手当を支給します。 

・児童手当 

・児童扶養手当 

・災害遺児手当 

＜養育費の確保や親子交流に関する支援＞ 

ひとり親家庭支援センターでは，就業のこと，ひと

り親の支援制度のこと，子どもの学費のこと，親権や

親子交流，養育費のことなど様々な相談に応じ，司法

書士・弁護士による無料相談の定期的な実施などの相

談支援を行います。 

・母子家庭等就業・自立支援

センター事業 

＜生活保護による経済的支援＞ 

生活保護を受給中の子どもがいる世帯へは，義務教

育の費用を給付する教育扶助，高等学校などの費用を

給付する生業扶助，その他進学又は就職する子どもの

自立を支援する進学・就職準備給付金の扶助・給付を

行っており，それぞれ生活保護法が必要と認める範囲

において，引き続き支援を行います。 

・生活保護 福祉管理課 
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子どもの貧困対策に関する指標 

本市では，「子どもの貧困対策（厳しい環境に置かれた子どもと家庭への支援）」に関連する施

策の実施状況や効果等を検証・評価するため，国のこども大綱で設定された指標のほか，本市独

自の取組である「高知チャレンジ塾の登録者数・高等学校等進学率」等を加え，以下の指標を設

定します。 

指標 
高知市 高知県 国 

数値 備考 数値 備考 数値 備考 

1 妊娠 11 週以下での妊娠の届出 95.5％ Ｒ５ 94.3％ Ｒ４ 94.4％ Ｒ４ 

2 乳幼児健康診査の受診率（１歳６か月児）※ 101.2％ Ｒ５ 94.7％ Ｒ３ 96.3％ Ｒ４ 

3 乳幼児健康診査の受診率（３歳児）※ 93.9％ Ｒ５ 94.7％ Ｒ３ 95.7％ Ｒ４ 

4 ひとり親家庭の子どもの就園率 81.7％ Ｒ２ 88.9％ Ｒ３ 79.8％ Ｒ３ 

5 
放課後児童クラブや放課後子ども教室の活動の 

学校内での実施校率（小学校） 
100％ Ｒ６ 97.3％ Ｒ４ － － 

6 
就学援助を受けた児童生徒の割合 

（公立学校のみ） 
28.8％ Ｒ５ 25.5％ Ｒ５ 13.7％ Ｒ５ 

7 生活保護世帯に属する子どもの高等学校等進学率 91.2％ Ｒ４ 92.2％ Ｒ４ 93.8％ Ｒ４ 

8 生活保護世帯に属する子どもの高等学校等中退率 5.2％ Ｒ４ 2.8％ Ｒ４ 3.3％ Ｒ４ 

9 生活保護世帯に属する子どもの大学等進学率 48.8％ Ｒ４ 38.8％ Ｒ４ 42.4％ Ｒ４ 

10 
生活保護世帯に属する子どもの就職率 

（中学校卒業後） 
0％ Ｒ４ － － 1.1％ Ｒ４ 

11 
生活保護世帯に属する子どもの就職率 

（高等学校等卒業後） 
37.2％ Ｒ４ － － 39.6％ Ｒ４ 

12 
生活保護世帯の子どもの中学校卒業後の進学率と 

就職率の合算値 
100％ Ｒ４ 94.7％ Ｒ４ － － 

13 
生活保護世帯の子どもの高校等卒業後の進学率と 

就職率の合算値 
66.7％ Ｒ４ 90.9％ Ｒ４ － － 

14 高等職業訓練促進給付金による資格取得者数 5 人 Ｒ５ 1 人 Ｒ５ － － 

15 
ひとり親家庭の保護者の高等職業訓練促進給付金 

の利用者数 
44 人 Ｒ５ 5 人 Ｒ５ － － 

16 ひとり親世帯の割合 2.07％ Ｒ２ 1.86％ Ｒ２ 1.3％ Ｒ２ 

17 
６歳未満の子どもがいる世帯のうち核家族世帯が 

占める比率 
92.4％ Ｒ２ 89.8％ Ｒ２ － － 

18 
18 歳未満の子どもがいる世帯のうち核家族世帯 

が占める比率 
90.4％ Ｒ２ 87.4％ Ｒ２ － － 

19 母子家庭の就労形態が正社員・正職員の割合 51.3％ Ｒ３ 53.7％ Ｒ３ － － 

20 父子家庭の就労形態が正社員・正職員の割合 80.4％ Ｒ３ 87.4％ Ｒ３ － － 

21 
ひとり親家庭支援センター相談件数 

（高知市含む） 
－ － 1,721 件 Ｒ５ － － 

22 
ひとり親家庭支援センター相談者のうち 

就職決定者数 
23 人 Ｒ５ 1 人 Ｒ５ － － 

23 生活保護世帯の高知チャレンジ塾の登録者数 42 人 Ｒ５ 

高知市独自の取組のため， 

国・高知県の数値なし。 

24 生活困窮世帯等の高知チャレンジ塾の登録者数 299 人 Ｒ５ 

25 高知チャレンジ塾の高等学校等進学率 100％ Ｒ５ 

26 
生活保護世帯の高知チャレンジ塾の高等学校等 

進学率 
100％ Ｒ５ 

 ※コロナウイルス感染症拡大により，本来受診すべき対象年度に受診できなかった乳幼児の受診数を含む当該年度

の数値です。 
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５ 子どもの心身の健やかな成長に資する教育とその環境整備 

（１）生きる力の育成に向けた教育 

【現状と課題】 

全国学力・学習状況調査結果は，調査が開始された平成 19 年度以降，小学校は全国平均

レベルを維持しています。また，中学校は改善傾向にあるものの，依然として全国平均正答

率との差に開きが見られます。これらの学力課題を解決するために，学習指導要領の趣旨を

踏まえた不断の授業改善や教職員の資質・指導力向上を図ることが重要です。 

また，不登校児童生徒は年々増加傾向にあり，予防・未然防止，早期発見・早期対応に取

り組むために，校内の組織的な支援体制の構築が重要です。近年，不登校の要因・背景が多

様化・複雑化していることから，初期段階からの適切な見立てや，個に応じた学習や相談支

援体制の充実，関係機関等と更に連携する必要があります。あわせて，学校内での柔軟な受

入体制の充実も求められます。特別支援教育では，特別な学びの場（特別支援学校，特別支

援学級等）で学ぶ児童生徒が増加しており，今後は通常の学級での合理的配慮を行うととも

に，通級による指導を含む，多様な学びの場の整備と特別支援学級担任等の専門性の向上に

努める必要があります。 

【具体的な事業内容】 

今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜学習指導の充実＞ 

学校の組織的・自立的な研究体制，人材育成への支

援体制に継続的に取り組むとともに，義務教育９年間

の系統的な学習指導の充実を図り，学力向上を目指し

ます。 

・学力向上対策 学校教育課 

＜人権尊重の意識の醸成＞ 

高知市人権施策基本方針に基づき，同和問題をはじ

めとする様々な人権課題について，児童生徒の発達の

段階に応じ，人権尊重の意識を高める教育活動を推進

します。 

・人権教育指導管理事業 

・社会人権教育推進事業 

人権・こども支

援課 

＜組織的な支援体制の充実＞ 

子どもが行きたくなる魅力ある学校づくりを目指し

た未然防止の取組を継続するとともに，不登校の兆候

を見逃さないための早期対応・早期支援に向けて，組

織的な校内支援体制の充実を図ります。 

・不登校対策総合支援事業 

教育研究所 
＜スクールソーシャルワーカーの活用＞ 

厳しい環境に置かれている児童生徒一人ひとりの状

況やニーズに対応するため，スクールソーシャルワー

カーを派遣し，家庭や学校，福祉機関や医療機関など

と連携し，子どもの環境の改善を目指します。 

・スクールソーシャルワー

カー活用事業＊ 
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今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜不登校児童生徒に対する支援＞ 

不登校状態にある児童生徒の社会的自立の促進と進

路保障を目指して，通所や訪問など支援を行うととも

に関係機関と連携して，個に応じた支援の充実を図り

ます。 

また，常駐のカウンセラーを配置し，教育支援セン

ター＊の相談機能，支援体制を整えます。 

教室に入りづらい生徒が安心して過ごすことができ

る居場所として「校内教育支援センター 校内サポー

トルーム」を設置し，支援員を配置して個に応じた学

習支援・相談支援を行うことで柔軟な受入体制を整え

ます。 

・教育支援センター事業 

・校内教育支援センター事業 

教育研究所 

＜特別な支援の必要な子どもへの支援＞ 

各学校や関係機関と連携を図り，きめ細かな支援を

通常の学級や特別支援学級などの特別な学びの場で進

めていきます。 

日本語指導が必要な外国にルーツのある児童生徒に

対して，学校生活への適応を目指して，初期の日本語

指導を行います。 

・特別支援学級サポート事業 

・特別支援教育相談充実事業 

・帰国・外国人児童生徒支援

事業 

＜生徒指導及び心理支援の充実＞ 

生徒指導に関する研修の充実により，学校の組織的

な対応力の向上を図ります。また，生徒指導上の諸課

題を解決するための支援を通して，子どもを育てる環

境の醸成に取り組みます。 

・いじめ問題対策推進事業 

・学校カウンセラー推進事業 

人権・こども支

援課 

 

 

（２）子どもの健全育成 

【現状と課題】 

近年，スマートフォンなどの普及により，子どもたちの生活リズムの乱れやＳＮＳ＊での

いじめ，犯罪などが問題となっています。保護者や教職員は，子どもの使用実態を理解し，

安全な利用を促す必要があります。 

全ての市民が青少年に温かい目を注ぎ，人間性豊かな青少年を育成し，家庭・学校・地域・

行政が一体となった，市民総ぐるみの青少年健全育成を図るため，高知市青少年育成協議会＊

との連携強化が求められています。 

また，社会構造の変化に伴い人間関係が希薄化している中，体験活動を通じて自立心を育

む取組が重要です。 

さらに，放課後児童対策パッケージに対応し，放課後や休日の子どもの居場所確保と多様

な体験機会の拡大が必要です。 
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【具体的な事業内容】 

今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜青少年健全育成活動の推進＞ 

スマートフォンなどの適切な使用方法について，研

修会や出前授業の実施などにより啓発を行います。 

また，地域と連携し，青少年健全育成事業や街頭補

導活動などを展開します。７月には「青少年を健全に

育てる夏の運動」，11月には「青少年健全育成推進協

調月間」のポスターを作成し，青少年の健全育成と非

行防止の啓発活動を行います。 

・情報モラル教育の推進 

・街頭補導活動 

・少年非行対策 

・少年非行防止ポスター展 

・青少年健全育成事業 

少年補導セン

ター 

青少年・事務管

理課 

＜地域での交流促進の取組＞ 

職場体験活動や世代間交流を通して，地域での新し

い交流の場を広げるとともに，子どもと地域とがより

密接となるよう関係づくりに努めます。 

・中学生体験活動推進事業 

・青少年健全育成事業 

学校教育課 

青少年・事務管

理課 

＜学習支援の取組＞ 

高知チャレンジ塾運営事業，子ども会活動などの学

習支援の取組により，多くの子どもたちの居場所づく

りと，学力・進路保障を進めます。 

・高知チャレンジ塾運営事業 

・児童館・集会所子ども会活動 

学校教育課 

人権・こども支

援課 

＜放課後の居場所づくり＞ 

放課後児童対策パッケージに基づき，放課後子ども教

室と放課後児童クラブとの一体的又は連携した運営によ

り，全ての児童が放課後などを安全・安心に過ごし，多

様な体験・活動を行うことができるよう取り組みます。 

・放課後児童健全育成事業 

・放課後子ども教室推進事業 
子ども育成課 

 

 

（３）家庭や地域の教育力の向上 

【現状と課題】 

子どもたちの主体性や心豊かな人間性を育むため，親子の学習機会や体験活動の充実が必

要です。 

オーテピア高知図書館（市民図書館の分館・分室含む。）では，おはなし会や紙芝居セット

の貸出しを行い，読書活動を推進しています。高知みらい科学館では，子どもたちが理科・

科学に興味を持つための取組を行っています。 

各公民館では，世代間での交流を促す活動を行い，地域と連携した教育を推進しています。 

また，地域の各種団体等が行う家庭教育などの学習活動に対し，講師謝金の助成など支援

を行っています。 

学校運営協議会を設置した「コミュニティ・スクール」や地域学校協働本部事業により，

地域と協働しながら学校づくりを進めています。一方，文化・芸術活動の推進については，

「横山隆一記念まんが館」を拠点として活動を進めていますが，この情報が十分に浸透して

いないことが課題となっています。 

また，スポーツ・レクリエーション活動については，学校体育施設の開放や交歓大会など

を行い，子どもたちが地域でスポーツ活動をしやすい環境の整備に努めています。しかし，

スポーツ少年団への加入数・加入率が減少傾向であることから，より多くの子どもたちがス

ポーツを楽しめるよう取り組んでいく必要があります。 
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【具体的な事業内容】 

今後の方向性 主な事業名 関係課 

＜オーテピア高知図書館・高知みらい科学館の取組＞ 

オーテピア高知図書館サービス計画に基づき，読書

環境の向上を図るとともに，様々な取組を実施します。

また，高知みらい科学館では中期計画に基づき，理科

好きの子どもを増やし育てるための取組を実施しま

す。 

・各種おはなし会開催 

・図書館見学 

・職場体験受入 

・理科学習振興事業 

・科学文化振興事業 

図書館・科学館課 

＜地域での世代間交流の推進＞ 

地域での世代間交流を通して，地域や地域文化への

愛着を深める機会を提供します。また，子どもと保護

者や地域が交流を進めるため，相互学習の場である講

座の実施及び教室の開設を行い，共同作業の場づくり

を推進します。 

公民館・保護者会など地域の各種団体が主催する家

庭教育講座等の講師に対する謝金の一部を助成し，子

どもたちが心豊かに育つための学習活動等を支援しま

す。 

・世代間交流ふれあい事業 

・親子ふれあいの場づくり 

・地域学級・講座開設事業 

文化振興課 

＜学校と地域との連携強化＞ 

家庭や地域社会との連携強化を図るとともに，子ど

もの安全を守る活動の実施や学校の支援を進めます。 

・コミュニティ・スクール推

進事業 

・地域学校協働本部事業 

・高知市教育シニア・ネット

ワーク推進事業 

学校教育課 

＜芸術・文化活動の推進＞ 

まんが文化の振興や情報発信，子どもから大人まで

楽しめる参加型イベントの実施とその充実に努めると

ともに，幅広い伝統文化・文化財に親しむ機会を提供

します。 

・まんが館事業 

・文化財保存活用事業 

文化振興課 

民権・文化財課 

＜スポーツ・レクリエーション活動の推進＞ 

子どもたちがのびのびとスポーツやレクリエーショ

ン活動に取り組み，体力向上や健康増進にとどまらず，

それぞれが得意な分野で活躍できるよう，地域での子

どもスポーツ・レクリエーション活動を継続して支援

します。 

・スポーツ少年団活動 

・学校体育施設開放事業 
スポーツ振興課 
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６ 量の見込みと確保方策 

国の基本指針や手引きに基づき，教育・保育や地域子ども・子育て支援事業についてのニー

ズを表す「量の見込み」及び「確保方策」（提供体制の確保の内容，その実施時期）を定める

こととされています。 

なお，利用者ニーズに応じた提供体制を確保することを大前提としていますが，利用者ニー

ズの偏在や，感染症の流行などにより，一時的に供給体制に過不足が生じることが考えられま

す。 

 

（１）教育・保育提供区域の設定 

本市は，南に土佐湾，北に中山間地域が位置し，市街地は東西方向に広がり，幹線道路や路

面電車は中心市街地から東西方向に伸びています。 

現状では，幼稚園や認定こども園は広域から通園していますが，保育所や地域型保育事業所

を利用する場合の施設の立地条件としては，自宅又は勤務先に近い場所，若しくは自宅から勤

務先への通勤途上を選択するケースが多くなっています。本市でも，中心市街地には勤務先と

なる事業所が一定集積していることから，中心市街地から東西に区域を分割することは，利用

実態に即した区域設定になると考えられます。 

このため，教育・保育の提供区域は，南部の沿岸地域を「南部区域」，北部の中山間地域を

「北部区域」とし，市街地を東部と西部に２分して，「東部区域」と「西部区域」の４区域を

設定します。 

■各区域の設定 

教育・保育提供区域 地区名 

東部区域 
南街，北街，下知，江ノ口，五台山，高須，布師田，一宮，

秦，大津，介良 

西部区域 上街，高知街，小高坂，旭街，潮江，初月，朝倉，鴨田 

南部区域 三里，長浜，御畳瀬，浦戸，春野 

北部区域 鏡，土佐山 
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（２）教育・保育 

①市域全域 

【量の見込みの算出方法】 

１・２号認定については，令和５年度における３～５歳の就学前児童数に対する認定児童

数の割合を３～５歳の推計人口に乗じて算出しています。また，３号認定についても，令和

５年度における０～２歳の就学前児童数に対する認定児童数の割合を０～２歳の推計人口

に乗じて算出しています。 

【確保方策】 

幼稚園機能と保育所機能を併せ持つ認定こども園では，幼児教育・保育の無償化の影響に

よる保育ニーズの変化に対応し，認定区分によらず柔軟な受入れを行う等，質の確保された

教育・保育の受皿を整え，令和７年度までに待機児童を解消するとともに，各提供区域にお

ける量の見込みに対して，提供体制を確保していきます。 

 

単位：人 

＜１号認定＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量 
（量の見込み） 

ア．高知市分 745 707 660 637 621 

イ．他市町村の施設利用 16 16 16 16 16 

ウ．他市町村からの受入 28 28 28 28 28 

ア－イ＋ウ 757 719 672 649 633 

②供給量 

（確保方策） 

特定教育・

保育施設 

高知市確保分 1,004 1,004 1,004 1,004 1,004 

うち，他市町

村からの利用 
28 28 28 28 28 

特定地域型

保育事業 

高知市確保分 0 0 0 0 0 

うち，他市町

村からの利用 
0 0 0 0 0 

確認を受けない幼稚園 124 124 124 124 124 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

合計 1,128 1,128 1,128 1,128 1,128 

②－①過不足 371 409 456 479 495 
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単位：人 

＜２号認定（幼）＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量 
（量の見込み） 

ア．高知市分 1,314 1,263 1,194 1,158 1,143 

イ．他市町村の施設利用 74 74 74 74 74 

ウ．他市町村からの受入 63 66 61 60 57 

ア－イ＋ウ 1,303 1,255 1,181 1,144 1,126 

②供給量 

（確保方策） 

特定教育・

保育施設 

高知市確保分 1,367 1,367 1,367 1,367 1,367 

うち，他市町

村からの利用 
63 66 61 60 57 

特定地域型

保育事業 

高知市確保分 0 0 0 0 0 

うち，他市町

村からの利用 
0 0 0 0 0 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

合計 1,367 1,367 1,367 1,367 1,367 

②－①過不足 64 112 186 223 241 

 

 

単位：人 

＜２号認定（保）＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量 
（量の見込み） 

ア．高知市分 4,157 3,948 3,698 3,552 3,473 

イ．他市町村の施設利用 1 1 1 1 1 

ウ．他市町村からの受入 5 5 5 5 5 

ア－イ＋ウ 4,161 3,952 3,702 3,556 3,477 

②供給量 

（確保方策） 

特定教育・

保育施設 

高知市確保分 4,953 4,953 4,953 4,953 4,953 

うち，他市町

村からの利用 
5 5 5 5 5 

特定地域型

保育事業 

高知市確保分 18 18 18 18 18 

うち，他市町

村からの利用 
0 0 0 0 0 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

合計 4,971 4,971 4,971 4,971 4,971 

②－①過不足 810 1,019 1,269 1,415 1,494 

 

 

  



第３期高知市子ども・子育て支援事業計画 

64 

 

単位：人 

＜３号認定（２歳）＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量 
（量の見込み） 

ア．高知市分 1,571 1,371 1,509 1,466 1,425 

イ．他市町村の施設利用 20 19 19 19 19 

ウ．他市町村からの受入 43 38 39 39 39 

ア－イ＋ウ 1,594 1,390 1,529 1,486 1,445 

②供給量 

（確保方策） 

特定教育・

保育施設 

高知市確保分 1,782 1,782 1,782 1,782 1,782 

うち，他市町

村からの利用 
40 35 36 36 36 

特定地域型

保育事業 

高知市確保分 69 69 69 69 69 

うち，他市町

村からの利用 
3 3 3 3 3 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 9 9 9 9 9 

合計 1,860 1,860 1,860 1,860 1,860 

②－①過不足 266 470 331 374 415 

 

 

 

 

単位：人 

＜３号認定（１歳）＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量 
（量の見込み） 

ア．高知市分 1,295 1,413 1,375 1,335 1,306 

イ．他市町村の施設利用 19 19 19 19 19 

ウ．他市町村からの受入 23 21 21 21 21 

ア－イ＋ウ 1,299 1,415 1,377 1,337 1,308 

②供給量 

（確保方策） 

特定教育・

保育施設 

高知市確保分 1,563 1,563 1,563 1,563 1,563 

うち，他市町

村からの利用 
20 18 18 18 18 

特定地域型

保育事業 

高知市確保分 75 75 75 75 75 

うち，他市町

村からの利用 
3 3 3 3 3 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 9 9 9 9 9 

合計 1,647 1,647 1,647 1,647 1,647 

②－①過不足 348 232 270 310 339 
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単位：人 

＜３号認定（０歳）＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量 
（量の見込み） 

ア．高知市分 425 413 402 392 384 

イ．他市町村の施設利用 2 2 2 2 2 

ウ．他市町村からの受入 8 9 9 9 9 

ア－イ＋ウ 431 420 409 399 391 

②供給量 

（確保方策） 

特定教育・

保育施設 

高知市確保分 908 908 908 908 908 

うち，他市町

村からの利用 
8 9 9 9 9 

特定地域型

保育事業 

高知市確保分 71 71 71 71 71 

うち，他市町

村からの利用 
0 0 0 0 0 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 4 4 4 4 4 

合計 983 983 983 983 983 

②－①過不足 552 563 574 584 592 
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②東部区域（南街，北街，下知，江ノ口，五台山，高須，布師田，一宮，秦，大津，介良） 

単位：人 

＜１号認定＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 227 223 206 200 194 

②供給量

（確保方策） 

特定教育・保育施設 318 318 318 318 318 

特定地域型保育事業 0 0 0 0 0 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

合計 318 318 318 318 318 

②－①過不足 91 95 112 118 124 

 

 

単位：人 

＜２号認定（幼）＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 584 580 542 529 520 

②供給量

（確保方策） 

特定教育・保育施設 591 591 591 591 591 

特定地域型保育事業 0 0 0 0 0 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

合計 591 591 591 591 591 

②－①過不足 7 11 49 62 71 

 

 

単位：人 

＜２号認定（保）＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 1,638 1,610 1,492 1,442 1,404 

②供給量

（確保方策） 

特定教育・保育施設 1,947 1,947 1,947 1,947 1,947 

特定地域型保育事業 18 18 18 18 18 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

合計 1,965 1,965 1,965 1,965 1,965 

②－①過不足 327 355 473 523 561 
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単位：人 

＜３号認定（２歳）＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 675 560 636 621 606 

②供給量

（確保方策） 

特定教育・保育施設 708 708 708 708 708 

特定地域型保育事業 23 23 23 23 23 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 9 9 9 9 9 

合計 740 740 740 740 740 

②－①過不足 65 180 104 119 134 

 

 

 

単位：人 

＜３号認定（１歳）＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 529 599 586 572 560 

②供給量

（確保方策） 

特定教育・保育施設 615 615 615 615 615 

特定地域型保育事業 29 29 29 29 29 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 9 9 9 9 9 

合計 653 653 653 653 653 

②－①過不足 124 54 67 81 93 

 

 

 

単位：人 

＜３号認定（０歳）＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 201 196 192 188 184 

②供給量

（確保方策） 

特定教育・保育施設 327 327 327 327 327 

特定地域型保育事業 41 41 41 41 41 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 4 4 4 4 4 

合計 372 372 372 372 372 

②－①過不足 171 176 180 184 188 
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③西部区域（上街，高知街，小高坂，旭街，潮江，初月，朝倉，鴨田） 

単位：人 

＜１号認定＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 445 418 398 381 376 

②供給量

（確保方策） 

特定教育・保育施設 520 520 520 520 520 

特定地域型保育事業 0 0 0 0 0 

確認を受けない幼稚園 124 124 124 124 124 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

合計 644 644 644 644 644 

②－①過不足 199 226 246 263 268 

 

 

単位：人 

＜２号認定（幼）＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 563 534 515 498 495 

②供給量

（確保方策） 

特定教育・保育施設 579 579 579 579 579 

特定地域型保育事業 0 0 0 0 0 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

合計 579 579 579 579 579 

②－①過不足 16 45 64 81 84 

 

 

単位：人 

＜２号認定（保）＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 1,995 1,873 1,787 1,711 1,687 

②供給量

（確保方策） 

特定教育・保育施設 2,328 2,328 2,328 2,328 2,328 

特定地域型保育事業 0 0 0 0 0 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

合計 2,328 2,328 2,328 2,328 2,328 

②－①過不足 333 455 541 617 641 

 

 

 

  



Ⅲ 各論 

69 

 

単位：人 

＜３号認定（２歳）＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 702 667 693 674 654 

②供給量

（確保方策） 

特定教育・保育施設 829 829 829 829 829 

特定地域型保育事業 30 30 30 30 30 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

合計 859 859 859 859 859 

②－①過不足 157 192 166 185 205 

 

 

単位：人 

＜３号認定（１歳）＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 634 659 640 621 609 

②供給量

（確保方策） 

特定教育・保育施設 740 740 740 740 740 

特定地域型保育事業 31 31 31 31 31 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

合計 771 771 771 771 771 

②－①過不足 137 112 131 150 162 

 

 

単位：人 

＜３号認定（０歳）＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 173 169 164 160 157 

②供給量

（確保方策） 

特定教育・保育施設 447 447 447 447 447 

特定地域型保育事業 20 20 20 20 20 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

合計 467 467 467 467 467 

②－①過不足 294 298 303 307 310 
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④南部区域（三里，長浜，御畳瀬，浦戸，春野） 

単位：人 

＜１号認定＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 59 52 47 44 43 

②供給量

（確保方策） 

特定教育・保育施設 76 76 76 76 76 

特定地域型保育事業 0 0 0 0 0 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

合計 76 76 76 76 76 

②－①過不足 17 24 29 32 33 

 

 

単位：人 

＜２号認定（幼）＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 167 149 137 131 128 

②供給量

（確保方策） 

特定教育・保育施設 197 197 197 197 197 

特定地域型保育事業 0 0 0 0 0 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

合計 197 197 197 197 197 

②－①過不足 30 48 60 66 69 

 

 

単位：人 

＜２号認定（保）＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 509 450 409 386 374 

②供給量

（確保方策） 

特定教育・保育施設 678 678 678 678 678 

特定地域型保育事業 0 0 0 0 0 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

合計 678 678 678 678 678 

②－①過不足 169 228 269 292 304 
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単位：人 

＜３号認定（２歳）＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 183 142 174 165 159 

②供給量

（確保方策） 

特定教育・保育施設 245 245 245 245 245 

特定地域型保育事業 2 2 2 2 2 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

合計 247 247 247 247 247 

②－①過不足 64 105 73 82 88 

 

 

単位：人 

＜３号認定（１歳）＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 130 149 143 136 131 

②供給量

（確保方策） 

特定教育・保育施設 208 208 208 208 208 

特定地域型保育事業 1 1 1 1 1 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

合計 209 209 209 209 209 

②－①過不足 79 60 66 73 78 

 

 

単位：人 

＜３号認定（０歳）＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 48 45 43 41 40 

②供給量

（確保方策） 

特定教育・保育施設 134 134 134 134 134 

特定地域型保育事業 1 1 1 1 1 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

合計 135 135 135 135 135 

②－①過不足 87 90 92 94 95 
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⑤北部区域（鏡，土佐山） 

単位：人 

＜１号認定＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 14 14 9 12 8 

②供給量

（確保方策） 

特定教育・保育施設 90 90 90 90 90 

特定地域型保育事業 0 0 0 0 0 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

合計 90 90 90 90 90 

②－①過不足 76 76 81 78 82 

 

 

単位：人 

＜２号認定（幼）＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 0 0 0 0 0 

②供給量

（確保方策） 

特定教育・保育施設 0 0 0 0 0 

特定地域型保育事業 0 0 0 0 0 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

合計 0 0 0 0 0 

②－①過不足 0 0 0 0 0 

 

 

単位：人 

＜２号認定（保）＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 15 15 10 13 8 

②供給量

（確保方策） 

特定教育・保育施設 0 0 0 0 0 

特定地域型保育事業 0 0 0 0 0 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

合計 0 0 0 0 0 

②－①過不足 ▲ 15 ▲ 15 ▲ 10 ▲ 13 ▲ 8 

※北部区域の小規模保育施設では２号認定（保）の定員枠は設けていないため，不足の表記になりま

すが，認定区分を超えた受入れや定員を超える受入れが，地域の実情に応じて柔軟に認められる区

域であるため，需要量に対する提供体制は確保できる見込みです。 
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単位：人 

＜３号認定（２歳）＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 11 2 6 6 6 

②供給量

（確保方策） 

特定教育・保育施設 0 0 0 0 0 

特定地域型保育事業 14 14 14 14 14 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

合計 14 14 14 14 14 

②－①過不足 3 12 8 8 8 

 

 

単位：人 

＜３号認定（１歳）＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 2 6 6 6 6 

②供給量

（確保方策） 

特定教育・保育施設 0 0 0 0 0 

特定地域型保育事業 14 14 14 14 14 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

合計 14 14 14 14 14 

②－①過不足 12 8 8 8 8 

 

 

単位：人 

＜３号認定（０歳）＞ 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 3 3 3 3 3 

②供給量

（確保方策） 

特定教育・保育施設 0 0 0 0 0 

特定地域型保育事業 9 9 9 9 9 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

合計 9 9 9 9 9 

②－①過不足 6 6 6 6 6 
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⑥広域調整 

単位：人 

 令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量 

（量の見込み） 

１号認定 12 12 12 12 12 

２号認定（幼） ▲ 11 ▲ 8 ▲ 13 ▲ 14 ▲ 17 

２号認定（保） 4 4 4 4 4 

３号認定（２歳） 23 19 20 20 20 

３号認定（１歳） 4 2 2 2 2 

３号認定（０歳） 6 7 7 7 7 

合計 38 36 32 31 28 
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（３）地域子ども・子育て支援事業 

①時間外保育事業 

【事業概要】 

保育認定を受けた子どもについて，保育所や認定こども園等で通常保育の時間を超えて保

育を行う事業です。 

【量の見込みの算出方法】 

令和５年度における時間外保育事業の利用率を２・３号認定の推計児童数に乗じることに

より，年間の利用児童数を算出して量の見込みとします。 

【確保方策】 

東部区域及び西部区域において，供給量が不足する見込みですが，保護者の就労状況等，

各家庭の状況に合わせた利用ができるよう，園と連携しながら利用ニーズに応じた供給体制

の確保に努めます。 

 

単位：人 

  
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

市
域
全
域 

①需要量（量の見込み） 2,165  2,073  2,016  1,945  1,905  

②供給量（確保方策） 2,232 2,232 2,232 2,232 2,232 

②－①過不足 67 159 216 287 327 

東
部 

①需要量（量の見込み） 707  691  672  653  638  

②供給量（確保方策） 665 665 665 665 665 

②－①過不足 ▲ 42 ▲ 26 ▲ 7 12 27 

西
部 

①需要量（量の見込み） 1,161  1,114  1,085  1,046  1,029  

②供給量（確保方策） 1,082 1,082 1,082 1,082 1,082 

②－①過不足 ▲ 79 ▲ 32 ▲ 3 36 53 

南
部 

①需要量（量の見込み） 297  268  259  246  238  

②供給量（確保方策） 485 485 485 485 485 

②－①過不足 188 217 226 239 247 

北
部 

①需要量（量の見込み） 0 0 0 0 0 

②供給量（確保方策） 0 0 0 0 0 

②－①過不足 0 0 0 0 0 
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②一時預かり事業 

【事業概要】 

幼稚園型は，幼稚園及び認定こども園において，在園児を通常の教育時間の前後や長期休

業期間中等に，保護者の要請に応じて一時的に預かり，必要な保育を行う事業です。 

幼稚園型以外は，在園児以外の子どもについて，保護者の就労や疾病時，育児疲れ解消等

の理由で家庭での保育が困難な場合等に，保育所等において一時的に預かり，必要な保育を

行う事業です。 

 

ⅰ）一時預かり事業（幼稚園型） 

【量の見込みの算出方法】 

令和６年度に施設に対して実施した利用状況調査に基づく幼稚園及び認定こども園の幼

稚園型一時預かり事業の利用実績を基に，年間の利用児童数を算出して量の見込みとします。 

【確保方策】 

現在の体制で供給できる見込みであり，園との連携を図りながら，引き続き利用ニーズに

応じた供給体制を確保します。 

 

単位：人日 

  
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 48,394 46,286 43,548 42,156 41,415 

②供給量（確保方策） 48,394 46,286 43,548 42,156 41,415 

②－①過不足 0 0 0 0 0 

 

ⅱ）一時預かり事業（幼稚園型以外） 

【量の見込みの算出方法】 

令和５年度の利用実績を基に，年間の利用児童数を算出して量の見込みとします。 

【確保方策】 

現在の体制で供給できる見込みであり，引き続き利用ニーズに応じた供給体制を確保しま

す。 

 

単位：人日 

  
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 5,744 5,529 5,376 5,198 5,076 

②供給量（確保方策） 6,394 6,394 6,394 6,394 6,394 

②－①過不足 650 865 1,018 1,196 1,318 
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③放課後児童健全育成事業 

【事業概要】 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し，授業の終了後

に小学校の余裕教室等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて，児童の健全な育成を図

る事業です。 

【量の見込みの算出方法】 

国通知で示された考え方に基づき，小学校１年生から６年生までの各学年ごとの区分の量

の見込みとします。算出の方法は，教育委員会が算定した推計児童数に，平成 27 年度から

令和６年度までの平均入会率を乗じた児童数とします。 

※推計児童数，平均入会率ともに，各学校学年ごとに算出しています。 

【確保方策】 

供給量については，待機児童の解消を目指すため，量の見込みと同数としています。また，

小学校ごとに待機状況が大きく異なるため，需要量に合わせて，クラブ数及び定数の増減で

対応していくこととしています。 

 

単位：人 

  
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 3,666 3,539 3,364 3,276 3,151 

 低学年 3,168 3,063 2,884 2,816 2,705 

  １年生 1,207 1,152 1,074 1,098 1,024 

  ２年生 1,149 1,084 1,031 971 987 

  ３年生 812 827 779 747 694 

 高学年 498 476 480 460 446 

  ４年生 350 328 340 322 306 

  ５年生 102 103 95 98 95 

  ６年生 46 45 45 40 45 

②供給量（確保方策） 3,666 3,539 3,364 3,276 3,151 

②－①過不足 0 0 0 0 0 
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④地域子育て支援拠点事業 

【事業概要】 

地域の身近な施設に，乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し，子育てに

ついての相談，情報の提供，助言その他の援助を行う事業です。 

【量の見込みの算出方法】 

令和元年度実績と令和５年度実績の平均値である 48,708 人日を基準値とします。基準値

に事業の対象である０～５歳の各年度の人口推計合計数と令和６年度の０～５歳の人口合

計数との比較による減少率と１人当たりの利用回数の伸び率（1.02）を乗じた数字を量の見

込みとします。 

【確保方策】 

令和元年度に 14 施設で 52,031 人日受入れすることができたことから，現在の 16 施設で

余裕を持って受入れ可能です。そのため，施設数は現有の 16 か所とし，これらの施設の利

用促進を図ります。 

 

 単位：人日，か所 

  
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 47,951 48,130 48,733 48,421 48,732 

②供給量（確保方策） 52,031 52,031 52,031 52,031 52,031 

②－①過不足 4,080 3,901 3,298 3,610 3,299 

施設数 16 16 16 16 16 
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⑤病児保育事業 

【事業概要】 

この事業には病児対応型，病後児対応型，体調不良児対応型があります。 

病児対応型は，病中の子どもを仕事等の都合のために家庭で保育できない保護者に代わっ

て，医療機関等に併設された施設で保育士と看護師が医師と連携を図りながら，一時的に保

育するものです。 

病後児対応型は，病気の回復期にある子どもに対して病児対応型と同じく保育するもので

す。 

体調不良児対応型は，保育所や認定こども園等において，保育中に体調不良となった場合

に，安心かつ安全な体制を確保するなどの緊急的な対応を図る事業で，児童に対して保健的

な対応等を図るほか，地域の子育て家庭や妊産婦等に対する相談支援を実施する事業です。 

 

ⅰ）病児・病後児対応型 

【量の見込みの算出方法】 

令和元年度と令和５年度の実績の平均である 2,177 人日を基準値とします。ニーズ調査に

よる利用希望 21.9％を事業の広報強化等により，令和 11 年度までに 25.0％（4.1％増）に

上げることを見込み，基準値に各年度の推計人口に利用希望増加率を乗じた数を加えたもの

を量の見込みとします。 

【確保方策】 

新型コロナウイルス感染症の影響が少ない令和元年度と令和５年度の各施設の稼働率の

平均により算出しています。また，複数の感染症が流行する時期は，現在の５施設ではお断

り数が増加する現状であることから，１施設増を図ります。 

 

単位：人日 

  
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 2,367 2,544 2,706 2,876 2,856 

②供給量（確保方策） 2,722 2,722 2,722 3,424 3,424 

②－①過不足 355 178 16 548 568 

施設数 5 5 5 6 6 
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ⅱ）体調不良児対応型 

【量の見込みの算出方法】 

令和５年度の利用率に基づき，利用児童数を算出して量の見込みとします。 

【確保方策】 

現在の体制で供給できる見込みであり，引き続き利用ニーズに応じた供給体制を確保しま

す。 

単位：人日 

  
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 9,206 8,861 8,615 8,331 8,134 

②供給量（確保方策） 9,206 8,861 8,615 8,331 8,134 

②－①過不足 0 0 0 0 0 

施設数 65 65 65 65 65 

 

 

⑥子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター） 

【事業概要】 

仕事や家庭の都合等で子育ての手助けをしてほしい「依頼会員」と子育ての手助けができ

る「援助会員」とが，子育ての助け合いを行う事業です。 

【量の見込みの算出方法】 

令和元年度から令和５年度実績の平均である 2,727 人日を基準値とし，事業の対象である

０～12 歳の各年度の推計人口と令和６年度の０～12 歳の人口合計数との比較による減少率

を乗じて量の見込みを算定しています。 

【確保方策】 

令和５年度に実働した援助会員 64人が年間 48日（週１日程度）活動することで 3,072人

日確保できることから，この数値を供給量とします。今後，援助会員の活動人数を増やすこ

とで，１人当たりの活動が減ることとなっても量の見込みに対応することができます。 

 

単位：人日 

  
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 2,646 2,560 2,476 2,396 2,316 

②供給量（確保方策） 3,072 3,072 3,072 3,072 3,072 

②－①過不足 426 512 596 676 756 
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⑦子育て短期支援事業 

【事業概要】 

保護者の病気等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児

童について，児童養護施設等に入所させ，必要な保護を行う事業です。 

ショートステイは，保護者の病気・出産・看護・事故・出張・育児疲れなどで，一時的に

子育てが困難な家庭の児童を施設等で預かる事業です。 

トワイライトステイは，仕事などで恒常的に帰宅が遅い家庭の児童を預かり，食事や生活

指導などの援助を行う事業です。 

【量の見込みの算出方法】 

ショートステイについては，過去５年間のうちの最大値（273人日）を基準とし,ショート

ステイの利用を推進し，また新たな施設と契約を行い，受入先の確保を行うことにより，令

和７年度から令和 11年度は同数を量の見込みとします。 

トワイライトステイについては，過去５年間利用実績がないため，令和６年度予算に基づ

く推計値（９人日）を基準とし，推計人口変動率を乗じて量の見込みを算出しています。 

【確保方策】 

ショートステイ： 

供給量については，過去 10年の利用実績の最大値（599 人日）を参考に（600 人日）を供

給量とします。現在８施設に事業委託し供給量を確保していますが，安定した供給量確保の

ため，ファミリーホーム（３施設）を委託先とし，供給体制の充実を図ります。 

トワイライトステイ： 

供給量については，施設の体制上，土日，祝日の対応が困難なため，対応可能な日として，

月に 20 日×12か月＝240 日とし，引き続き１施設に事業委託します。 

 

単位：人日 

  
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

シ
ョ
ー
ト 

ス
テ
イ 

①需要量（量の見込み） 273 273 273 273 273 

②供給量（確保方策） 600 600 600 600 600 

②－①過不足 327 327 327 327 327 

ト
ワ
イ
ラ
イ
ト 

ス
テ
イ 

①需要量（量の見込み） 8 8 7 7 7 

②供給量（確保方策） 240 240 240 240 240 

②－①過不足 232 232 233 233 233 

合
計 

①需要量（量の見込み） 281 281 280 280 280 

②供給量（確保方策） 840 840 840 840 840 

②－①過不足 559 559 560 560 560 
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⑧養育支援訪問事業 

【事業概要】 

養育支援訪問事業は，養育支援が特に必要な家庭に対して，その居宅を訪問し，養育に関

する指導・助言等を行うことにより，家庭での適切な養育の実施を確保する事業です。 

子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業は，要保護児童対策地域協議会（子どもを守

る地域ネットワーク）の機能強化を図るため，調整機関職員やネットワーク構成員（関係機

関）の専門性強化と，ネットワーク機関間の連携強化を図る取組を実施する事業です。 

 

ⅰ）養育支援訪問事業 

【量の見込みの算出方法】 

令和元年度から令和５年度の平均値に推計人口変動率を乗じて，量の見込みを算出してい

ます。 

【確保方策】 

直近の５年間の最大値（426件）での供給が可能です。 

 

単位：件 

  
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

０～11 歳の児童数（人）  26,713 25,810 24,951 24,093 23,366 

①需要量（量の見込み） 298 288 278 268 260 

②供給量（確保方策） 426 426 426 426 426 

②－①過不足 128 138 148 158 166 

実施体制 
訪問支援者 

（保健師，助産師，看護師，保育士，児童指導員等） 

 

ⅱ）子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

 

  
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

提供体制の確保の内容 

要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）

の機能強化を図るため，調整機関職員やネットワーク構成員（関

係機関）の専門性強化と，ネットワーク機関間の連携強化を図る

取組等を実施します。 
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⑨子育て世帯訪問支援事業 

【事業概要】 

家事・子育て等に対して不安や負担を抱える子育て家庭，妊産婦，ヤングケアラー等がい

る家庭の居宅を，訪問支援員が訪問し，家庭が抱える不安や悩みを傾聴するとともに，家事・

子育て等の支援を行う事業です。 

【量の見込みの算出方法】 

令和元年度から令和５年度の平均値を基準とし，令和７年度から令和 11 年度は同数を量

の見込みとします。 

【確保方策】 

直近の５年間の最大値（334件）での供給が可能です。 

 

単位：人日 

  
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 276 276 276 276 276 

②供給量（確保方策） 334 334 334 334 334 

②－①過不足 58 58 58 58 58 
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⑩妊婦健康診査 

【事業概要】 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため，妊婦に対する健康診査として，①健康状態の把握，

②検査計測，③保健指導を実施するとともに，妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査

を実施する事業です。 

【量の見込みの算出方法】 

０歳児の推計人口に令和５年度の１人当たり平均健診回数 11.9 回を乗じて量の見込みを

算出しています。 

【確保方策】 

高知県が委託契約を行い，県内の産婦人科医療機関と助産所において健診が受診できる体

制が確立しています。この体制を維持することで，供給量を確保します。 

単位：人，回 

  
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量 

（量の見込み） 

人 1,852 1,811 1,775 1,742 1,711 

健診回数 22,038 21,550 21,122 20,729 20,360 

②供給量 

（確保方策） 
健診回数 24,498 24,498 24,498 24,498 24,498 

②－①過不足 2,460 2,948 3,376 3,769 4,138 

提供体制の確保内容 

（令和６年度） 

（実施主体は高知市） 

※契約先：高知県医師会/国立病院機構高知病院/高知大学医学部附

属病院/あき総合病院/幡多けんみん病院/高知医療セン

ター/助産所等（３か所） 

・検査項目：国で定められた検査項目+子宮頸管長測定+細菌培養検査 

・実施時期：原則として妊娠期間中の国基準に定める時期 

（受診回数 14 回） 
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⑪乳児家庭全戸訪問事業 

【事業概要】 

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し，子育て支援に関する情報提供や養育環

境等の把握を行う事業です。 

【量の見込みの算出方法】 

本事業は全戸訪問を基本とする事業のため，人口推計の出生数（人口推計における各年度

０歳児の人数）を量の見込みとします。 

今後，本市においても全国的な傾向と同様に，出生数の減少が見込まれますが，社会情勢

や市の各種施策の影響により，量の見込みが増加することもあります。 

【確保方策】 

本市が委嘱した子育て支援訪問員（保健師・助産師・看護師の有資格者）と，地区担当保

健師，母子保健コーディネーターを確保することで提供体制を維持します。 

 

単位：人 

  
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 1,813 1,772 1,737 1,705 1,675 

②供給量（確保方策） 1,813 1,772 1,737 1,705 1,675 

②－①過不足 0 0 0 0 0 

実施体制（令和６年度） 
子育て支援訪問員 20 名，地区担当保健師 14 名 

実施機関：母子保健課 
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⑫利用者支援事業 

【事業概要】 

子ども又はその保護者の身近な場所で，保育所・幼稚園・認定こども園や地域の子育て支

援事業などの情報提供及び必要に応じて相談・助言等を行うとともに，関係機関との連絡調

整等を実施する事業です。 

事業実施の形態として，子育て家庭に身近な場所で寄り添い型の利用者支援と地域連携を

共に実施する「基本型」，待機児童解消等を図るため，主に保育に関する施設等を円滑に利用

できるよう利用者支援を実施する「特定型」，保健師等の専門職が全ての妊産婦から子育て

世帯に対し，母子保健と児童福祉両機能の連携・協働を深めた，虐待への予防的な対応など

個々の家庭に応じた支援を実施する「こども家庭センター型」があります。 

【量の見込みの算出方法】 

現在，本市で基本型は実施されていませんが，地域で子育て家庭が必要な情報を得て子育

て支援サービスに円滑につながることができるよう寄り添った支援を行う場や必要な地域

資源の開発ができる機能が求められており，１か所の新設を図ります。 

特定型は，保育幼稚園課窓口（１か所）で実施しています。 

こども家庭センター型は，市内４か所に設置し実施しています。 

【確保方策】 

基本型は，他自治体での実践も参考とし，日常の親子の見守りもできる地域子育て支援セ

ンターに併設する形で１か所の開設を図ります。 

特定型は，継続して保育幼稚園課窓口で実施しますので，量の見込みと同数とします。 

こども家庭センター型も，継続して母子保健課が，４か所の親子サポートステーションで

実施していますので，量の見込みと同数とします。母子保健コーディネーター９名を各施設

に配置し供給（目標）を確保します。 

 

 単位：か所（施設数） 

  
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 5 5 6 6 6 

②供給量 

（確保方策） 

基本型 0 0 1 1 1 

特定型 1 1 1 1 1 

こども家庭センター型 4 4 4 4 4 

②－①過不足 0 0 0 0 0 
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⑬実費徴収に係る補足給付を行う事業 

ⅰ）日用品・文房具等に要する費用の補助 

【事業概要】 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して，保育所・幼稚園・認定こども園などに対して保護

者が支払うべき日用品，文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用又は行

事への参加に要する費用等を助成する事業です。 

【量の見込みの算出方法】 

令和３年度から令和５年度の３か年実績平均から対象児童数を推計しています。 

 

ⅱ）副食材料費に要する費用の補助 

【事業概要】 

保護者が支払うべき副食費について，国が定める免除対象者について，私学助成の新制度

未移行幼稚園・高知大学教育学部附属幼稚園を利用する３歳以上児について，副食費を助成

する事業です。 

【量の見込みの算出方法】 

令和７年度以降の対象施設は高知大学教育学部附属幼稚園のみであり，量の見込みは，令

和３年度から令和５年度の３か年実績平均から対象児童数から推計しています。 

 

【確保方策】 

いずれの事業も保護者の世帯状況によるものですが，支援が必要な全ての世帯が利用でき

るよう，園と連携しながら供給体制を確保します。 

 

単位：人 

ⅰ）日用品・文房具等に要する費用 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 1,791 1,791 1,791 1,791 1,791 

②供給量（確保方策） 1,791 1,791 1,791 1,791 1,791 

②－①過不足 0 0 0 0 0 

 

単位：人 

ⅱ）副食材料費に要する費用 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 89 89 89 89 89 

②供給量（確保方策） 89 89 89 89 89 

②－①過不足 0 0 0 0 0 
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⑭多様な事業者の参入促進・能力活用事業

【事業概要】

本市では，特別な支援が必要な子どもを受け入れる認定こども園の設置者に対して，必要

な費用の一部を補助する事業を実施しています。

【量の見込みの算出方法】

特別な支援が必要と判定された児童の令和５年度実績を基に算出しています。

【確保方策】

対象児童が入所する認定こども園において，加配職員を配置して必要な支援を行うことに

より，供給体制を確保します。

単位：か所（施設）

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10 年度

令和

11 年度

①需要量（量の見込み） 3 3 3 3 3

②供給量（確保方策） 3 3 3 3 3

②－①過不足 0 0 0 0 0
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⑮乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

【事業概要】 

保育所等に入所していない０歳６か月から満３歳未満の乳幼児に適切な遊び及び生活の

場を与えるとともに，保護者との面談により乳幼児や保護者の心身の状況及び養育環境の把

握，保護者への子育てに関する情報提供，助言等の援助を行う事業です。 

【量の見込みの算出方法】 

０歳６か月～２歳の推計人口に令和６年４月１日時点の未就園率を乗じて算出した未就

園児数を基に，国が示す基本的な算出式により算出したものを量の見込みとします。 

＜基本的な算出式＞ 

 対象年齢の未就園児数×月一定時間※１÷定員１人１月当たりの受入れ可能時間数※２ 

  ※１ こども誰でも通園制度の本格実施を見据えた試行的事業における上限を踏まえ，

10時間と仮定します。 

  ※２ 月 176時間（８時間×22日）を基本とします。 

【確保方策】 

少子化の影響によりニーズが減少していく見込みですが，令和８年度からの本格実施に向

け，各年齢区分の利用状況に応じた供給体制の確保に努めます。 

 

単位：人 

  
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

０歳 

①需要量（量の見込み） - 41 40 39 38 

②供給量（確保方策） - 59 59 59 59 

②－①過不足 - 18 19 20 21 

１歳 

①需要量（量の見込み） - 24 23 23 22 

②供給量（確保方策） - 81 81 81 81 

②－①過不足 - 57 58 58 59 

２歳 

①需要量（量の見込み） - 15 16 16 15 

②供給量（確保方策） - 74 74 74 74 

②－①過不足 - 59 58 58 59 
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⑯妊婦等包括相談支援事業 

【事業概要】 

妊婦等に対して面談等を行い，妊婦等の心身の状況や置かれている環境等の把握を行うほ

か，母子保健及び子育てに関する情報の提供や相談等の援助を行う事業です。 

【量の見込みの算出方法】 

推計妊婦数は０歳児の推計人口から多胎児妊娠率１％を減じた数とし，令和５年度の妊婦

対応回数から妊婦１人当たりの相談支援の回数を算出し，推計妊婦数に乗じた数を量の見込

みとします。 

【確保方策】 

需要量を供給できるよう以下の方法で確保します。需要量は供給量と同じとします。 

親子サポートステーション（利用者支援事業こども家庭センター型）４か所において，母

子保健コーディネーター９名と地区担当保健師 14 名で実施し，支援が必要な妊婦が的確に

把握されるとともに相談支援できるよう提供体制を維持します。 

 

単位：回 

  
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 4,582 4,482 4,395 4,312 4,235 

②供給量（確保方策） 4,582 4,482 4,395 4,312 4,235 

②－①過不足 0 0 0 0 0 
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⑰産後ケア事業 

【事業概要】 

産後ケアを必要とする産後１年未満の母子に対して，心身のケアや育児のサポート等のき

め細かい支援を行う事業です。 

実施方法として，病院，助産所等の空きベッドの活用等により，宿泊による休養の機会の

提供等を行う「宿泊型」，個別・集団で支援を行える施設において，日中，来所した利用者に

対して行う「通所型」，実施担当者が利用者の自宅に訪問する「訪問型」があります。本市で

は，「訪問型」は，妊娠 12週以降の死産・流産に至った産婦も対象としています。 

【量の見込みの算出方法】 

推計産婦数（人）に実産婦数の利用見込み割合（％）を乗じたものに，１人当たりの平均

利用日数（日）を乗じて算出しています。令和５年度の実産婦数の利用実績が 18.4％であ

るため，令和７年度の実産婦数の利用見込み割合を 20.0％とし，産婦の利便性を向上する

取組を実施することで，年１％ずつの増加を見込み，令和 11年度には 24.0％になることを

目指します。 

※推計産婦数=０歳児の推計人口に多胎妊娠率１％を減じた数（推計妊婦数と同じ考え方） 

【確保方策】 

供給量（人）は，令和６年度上半期の利用実績を基に見込んだ，各施設の受入れ可能数の

合計です。令和６年度の実施体制を維持することで供給量を確保します。 

 

単位：人日 

  
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 2,934 3,012 3,093 3,173 3,252 

②供給量（確保方策） 3,324 3,324 3,324 3,324 3,324 

②－①過不足 390 312 231 151 72 

実施体制（令和６年度） 

以下の施設等に委託 

訪問型１：（一般社団法人 高知県助産師会 13 名） 

宿泊型５：（医療機関３ 助産所１ 産後ケア施設１） 

通所型９：（医療機関４ 助産所４ 産後ケア施設１） 

利用回数上限：訪問型，宿泊型，通所型を合わせて８回 
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（４）保育所等における市町村整備計画 

①保育所整備計画 

年度 区  分 
実施・

計画数 
内  訳 

対象 

施設数 
備  考 

令
和
７
年
度 

公  立 0   22  

私  立 3 老朽改築工事３施設 60  

合  計 3   82  

令
和
８
年
度 

公  立 0   22  

私  立 2 老朽改築工事２施設 60  

合  計 2   82  

令
和
９
年
度 

公  立 0  22  

私  立 2 老朽改築工事２施設 60  

合  計 2  82  

令
和
10
年
度 

公  立 0  22  

私  立 1 老朽改築工事１施設 60  

合  計 1  82  

令
和
11
年
度 

公  立 0  22  

私  立 0  60  

合  計 0  82  

※老朽改築工事：建物の耐用年数経過による改築工事 
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②認定こども園整備計画 

年度 区  分 
実施・

計画数 
内  訳 

対象 

施設数 
備  考 

令
和
７
年
度 

公  立 0   0   

私  立 3 老朽改築工事３施設 24  

合  計 3   24   

令
和
８
年
度 

公  立 0   0   

私  立 2 老朽改築工事２施設 24  

合  計 2   24   

令
和
９
年
度 

公  立 0   0   

私  立 2 老朽改築工事２施設 24  

合  計 2   24   

令
和
10
年
度 

公  立 0   0   

私  立 2 老朽改築工事２施設 24  

合  計 2   24   

令
和
11
年
度 

公  立 0   0   

私  立 2 老朽改築工事２施設 24  

合  計 2   24   
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（５）放課後児童対策パッケージ 

①放課後児童クラブ 

単位：クラブ 

〔市域全域〕 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 83 83 83 83 83 

②供給量（確保方策） 83 83 83 83 83 

②－①過不足 0 0 0 0 0 

 

単位：校 

〔市域全域〕 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 35 35 35 35 35 

②供給量（確保方策） 35 35 35 35 35 

②－①過不足 0 0 0 0 0 

 

②放課後子ども教室 

単位：人 

〔市域全域〕 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 932 932 932 932 932 

②供給量（確保方策） 932 932 932 932 932 

②－①過不足 0 0 0 0 0 

 

単位：校 

〔市域全域〕 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 41 41 41 41 41 

②供給量（確保方策） 41 41 41 41 41 

②－①過不足 0 0 0 0 0 

 

③一体的に実施する小学校 

単位：校 

〔市域全域〕 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

①需要量（量の見込み） 35 35 35 35 35 

②供給量（確保方策） 35 35 35 35 35 

②－①過不足 0 0 0 0 0 
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１ 高知市子ども・子育て支援会議答申 

 

 

令和７年２月26日 

 

高知市長 桑 名 龍 吾 様 

 

高知市子ども・子育て支援会議 

                 会 長  有 田 尚 美 

 

 

第３期高知市子ども・子育て支援事業計画の答申について 

 

第３期高知市子ども・子育て支援事業計画について，下記の意見を付して答申いたしま

す。 

 

記 

 

第３期高知市子ども・子育て支援事業計画  別紙のとおり 

 

 

意  見 

 

 

一  第３期高知市子ども・子育て支援事業計画に掲げる基本理念，基本方針の実現に向

け，計画の着実な推進に取り組むこと。 

 

一  高知市における子ども・子育て支援について，子どもの最善の利益（子どもにとっ

て最も良いこと）を中心に考え，全ての子どもと子育て家庭に，妊娠期からの切れ目

のない支援が行われるよう，地域の子育てに関する社会資源を活用し，地域の実情に

応じた子育て支援体制の構築に努めること。 

 

一  乳幼児期は生涯にわたる人間形成の基礎を培う極めて重要な時期であることから，

職員研修の充実を図るなど，多様な施設や事業における教育・保育の質の向上に努め

ること。 
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２ 高知市子ども・子育て支援会議委員名簿 

 

氏名 所属・職 

会   長 有 田  尚 美 高知県幼保支援スーパーバイザー 

副 会 長 中 西    稔 ＮＰＯ法人カンガルーの会 副理事長 

委   員 井 上  康 子 
日本労働組合総連合会高知県連合会 副会長 

女性委員会委員長 

委   員 伊野部  武 男 高知市民営保育所協議会  会長 

委   員 沖 田  良 二 高知県経営者協会 専務理事 

委   員 神 屋  一 成 国立大学法人高知大学教育研究部 名誉教授 

委   員 吉 川  清 志 高知県医師会 常任理事 

委   員 久 万  博 久 社会福祉法人昭和会 施設長 

委   員 斉 木  邦 政 高知市小中学校ＰＴＡ連合会 会長 

委   員 齋 藤  雄 也 高知市保育所保護者会連合会 顧問 

委   員 田 井  昭 子 高知県保育士会 副会長 

委   員 中 屋  優 子 高知市民生委員児童委員協議会連合会 副会長 

委   員 新 谷  五 月 高知県私立幼稚園ＰＴＡ連合会 副会長 

委   員 西 田  尚 弘 高知市立小中義務教育特別支援学校長会 会長 

委   員 宮 地  彌 典 高知県私立幼稚園連合会 会長 

※委員については，五十音順です。 
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３ 計画策定の経過 

 

 

  

開催日等 内  容 

令和５年 

12 月 20日 

～ 

令和６年 

１月 11 日 

「第３期高知市子ども・子育て支援事業計画策定のためのニーズ調査」実施 

調査対象：市内在住の就学前児童（０歳～５歳児）の保護者 2,000 人  

住民基本台帳より年齢配分・地域配分を勘案して無作為抽出 

配 布 数：2,000 回収数：940 回収率：47％ 

調査方法：郵送又はインターネット 

７月 31 日 

令和６年度第１回高知市子ども・子育て支援会議 

○第２期高知市子ども・子育て支援事業計画の実施状況（点検・評価） 

○第３期高知市子ども・子育て支援事業計画策定について 

 （１）スケジュール 

 （２）骨子案 

 （３）基本理念・基本方針・施策体系 

 （４）各論レイアウト 

10 月 22日 

令和６年度第２回高知市子ども・子育て支援会議 

○序論・本論について 

○量の見込みと確保方策について 

11 月 25日 

令和６年度第３回高知市子ども・子育て支援会議 

○事前にいただいた意見への対応について 

○各論について 

○量の見込みと確保方策について 

〇今後のスケジュールについて 

12 月 18日 

～ 

令和７年 

１月 16 日 

パブリック・コメント実施 
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４ 高知市子ども・子育て支援会議条例 

平成 25 年４月１日 

条例第 54号 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号。以下「法」という。）第 72 条第１項の規

定に基づき，高知市子ども・子育て支援会議（以下「支援会議」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 支援会議は，法第 72 条第１項各号に掲げる事務を処理するものとする。 

（組織） 

第３条 支援会議は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱する委員 15人以内をもって組織する。 

(１) 子どもの保護者 

(２) 子ども・子育て支援に関し学識経験を有する者 

(３) 関係団体の役職員 

(４) 前３号に掲げるもののほか，市長が適当と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は，２年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

２ 委員が委嘱されたときにおける当該身分を失ったときは，委員を辞したものとみなす。 

３ 委員は，再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第５条 支援会議に会長及び副会長１人を置き，委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は，会務を総理し，支援会議を代表する。 

３ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき，又は会長が欠けたときは，その職務を行う。 

（会議） 

第６条 支援会議の会議は，会長が招集し，会長が議長となる。 

２ 支援会議は，委員の過半数が出席しなければ，会議を開き，及び議決することができない。 
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３ 支援会議の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決すると

ころによる。 

４ 支援会議において必要と認めるときは，委員以外の者の出席を求め，その説明又は意見を聴く

ことができる。 

（庶務） 

第７条 支援会議の庶務は，こども未来部において処理する。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか，支援会議の運営に関し必要な事項は，会長が支援会議に

諮って定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

（会議の招集の特例） 

２ 第６条第１項の規定にかかわらず，この条例の施行の日以後最初に開催される支援会議の会議

は，市長が招集する。 

附 則（平成 26年４月１日条例第 65号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則（令和５年４月１日条例第 29号） 

この条例は，公布の日から施行する。 
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５ 用語解説 

本文中の＊（アスタリスク）について，用語の説明をしています。 

 

あ 行 

ＳＮＳ 

Social Networking Service（ソーシャルネットワーキングサービス）の略。ＳＮＳは，サー

ビスに登録した利用者同士が，インターネット上で交流でき，人と人とがつながれ，情報を共

有することができます。 

 

親子サポートステーション 

平成 29 年４月の母子保健法の改正により，市町村に設置することが努力義務とされたもの

です。令和７年度より子育て世代包括支援センターから親子サポートステーションに名称変更

されます。 

 

か 行 

外国につながる幼児 

国際化の進展に伴い，増加が見込まれる海外から帰国した幼児や外国人幼児，両親が国際結

婚の幼児など，保育所・幼稚園・認定こども園などの利用に際して特別な配慮が必要な子ども

のことです。 

 

各種プロジェクト・プラン 

平成 22 年度に待機児童解消「先取り」プロジェクト，平成 25年度に待機児童解消加速化プ

ラン，平成 29 年度に子育て安心プラン，令和３年度の新子育て安心プランとして取りまとめ

られた，待機児童対策の一層の強化や子育て環境の改善に向けた取組に対する国の支援計画で

す。 

 

架け橋期 

義務教育学校開始前後の５歳児から小学校１年生の２年間のことで，生涯にわたる学びや生

活の基盤をつくるために重要な時期です。 

 

教育支援センター 

各地域の教育委員会が開設する，不登校の児童生徒一人ひとりに合わせた学習や体験活動な

どを行っている場所のことです。 

 

継続看護連絡票 

医療機関と地域の間で国から示された様式の情報提供書を活用し，養育困難家庭やハイリス

ク妊産婦，未熟児・ハイリスク対応児等への対応を行うものです。 
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高知家の救急医療電話（＃7119） 

高知県では，休日・夜間の急な病気や怪我の際に，医師や看護師が応急手当の方法のアドバ

イスを行う電話相談を実施しています。24 時間対応で，電話番号は♯7119，0120-71-7119 又

は 088-823-9922です。 

 

こうちこども救急ダイヤル（＃8000） 

高知県では，休日・夜間の子どもの急な病気の際に保護者からの相談に応じることにより，

保護者の不安を解消し，適正受診を図るために，看護師による電話相談を実施しています（高

知県看護協会に委託）。午後８時～午前１時までの対応で，電話番号は♯8000 又は 088-873-

3090 です。 

 

高知市青少年育成協議会 

本市における青少年の健全育成を図るため，行政施策と呼応し，市内 41 の小学校区及び義

務教育学校区ごとに設置する校区青少年育成協議会と連携をとりながら，様々な活動を行って

いるボランティア団体です。 

 

高知市要保護児童対策地域協議会 

要保護児童の早期発見並びに適切な保護並びに要保護児童及びその保護者への適切な支援

を図るため設置された協議会です。市，児童相談所，学校，警察等，児童に関わる団体等をもっ

て組織され，情報交換や支援内容の協議等を行います。 

 

高知チャレンジ塾運営事業 

生活保護世帯・生活困窮世帯等の市内の中学校１年生から３年生までの生徒の学習の場を設

け，学習支援・進学支援を継続的に行うことにより，高等学校進学や，生徒が将来への希望を

持って進路を選択できるようにすることを目的とした事業です。 

 

子育て集いの場 

地域住民などによって地域ぐるみで運営される場であって，乳幼児とその保護者等が自由に

参加し，交流，仲間づくり，情報交換などの子育て支援活動を行う場です。 

 

子ども家庭相談員 

家庭における児童の養育及び療育相談，児童虐待及び養育困難ケースにおける相談及び指導

並びに通告に関すること，家庭児童福祉に関する専門的技術を必要とする相談及び指導等の業

務に従事する者です。市，児童相談所，学校，警察等，児童に関わる団体等との連携を図り，

家庭における適正な児童養育その他家庭児童福祉の向上を図ることを目的として，平成 17 年

４月に設置されました。 
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さ 行 

産後うつ 

出産後，急激なホルモンバランスの変化や環境の変化により，うつ状態，気分の落ち込み，

不眠，強い不安などを引き起こすものです。重度になると自傷行為や自殺に至ることもあるの

で注意する必要があります。 

 

産後ケア事業 

退院直後の１歳未満の母子に対して，乳房ケアや授乳指導，産婦の心理・身体的ケアを行い，

育児技術の習得や不安軽減を行うものです。助産師が自宅に訪問する訪問型，日帰りで施設に

通いケアを受ける通所型，連続してケアを受けられる宿泊型があります。通所型・宿泊型は食

事や児童の預かりによる食事の提供も受けることができます。 

 

産婦健診 

産後２週間と１か月健診の公費助成を行い，産後の母体機能の回復とエジンバラ産後うつ質

問票を用いて産後うつの早期発見の機会とするものです。 

 

実費徴収に係る補足給付を行う事業 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して，保育所・幼稚園・認定こども園などに対して保護者

が支払うべき日用品，文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用及び行事へ

の参加に要する費用への助成，又は私学助成の幼稚園に対して保護者が支払うべき食事（副食

費）の提供に係る費用を助成する事業です。 

 

小児医療体制検討会議 

小児医療提供体制の充実を図るために，初期救急医療機関と二次救急医療機関の連携強化な

ど小児救急医療体制の整備に関する検討，第８期保健医療計画に基づく取組に関する検討・評

価などを行っていくために高知県が設置している会議です。構成メンバーは，小児医療に携わ

る医師，学識経験者，関係団体及び関係機関等の代表者です。 

 

食育 

平成 17年に成立した食育基本法において，食育とは「生きる上での基本であって，知育，徳育

及び体育の基礎となるべきもの」「様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力

を習得し，健全な食生活を実践することができる人間を育てる」ものと位置づけられています。 

 

新生児聴覚検査 

耳の聞こえの障がいを早期に発見し，早期療育ができるよう新生児期（生後 28 日以内）に

小さな音を聞かせて脳から出る微弱な反応波を調べる検査で，公費助成を行っています。 
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スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）活用事業 

問題行動等の状況や背景に児童生徒が置かれている家庭や地域，学校等の環境の問題が複雑

に絡み合っているケースについて，ＳＳＷを派遣し，学校と関係諸機関を結ぶネットワークの

構築を図るとともに，保護者・児童生徒をサポートする体制づくりを進めます。 

 

早産 

妊娠 37 週０日未満の出産のことです。 

 

た 行 

多胎 

多胎児のことで，同じ母親の胎内で同時期に発育して生まれた複数の子どものことをいいま

す。 

 

多様な事業者の参入促進事業 

新規参入事業者に対する相談・助言等巡回支援や，私学助成（幼稚園特別支援教育経費）や

特別支援保育事業の対象とならない特別な支援が必要な子どもを認定こども園で受け入れる

ための職員の加配を促進するための事業です。 

 

地域型保育事業 

小規模保育事業，家庭的保育事業，事業所内保育事業，居宅訪問型保育事業の４類型により

構成され，多様な施設や事業の中から利用者が希望する保育を選択できる仕組みづくりを目的

として，平成 27年度から新たに創設された事業です。（対象は原則０～２歳） 

 

地域学校協働本部事業 

学校，家庭及び地域が連携・協働し，一体となって地域全体で未来を担う子どもたちの成長

を支えていくための体制づくりを目的とした事業です。 

 

地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター） 

乳幼児とその保護者等を対象に，交流の場の提供とその促進，育児に関する相談対応や情報

提供，育児講座の開催を行う施設で，これらに加えて，地域住民や地域組織と連携した事業を

実施しています。 

 

地域福祉コーディネーター 

地域住民等が主体となり，住民に身近な圏域において困りごと（地域生活課題）の相談を包

括的に受け止め，課題の解決に資する支援が提供される体制を整備するため，高知市社会福祉

協議会に配置されている専門職です。介護，障がい，子育て，生活困窮，まちづくり，防災等

の各分野の支援機関やコーディネーター，民生委員・児童委員等と連携，協働しながら，社会

資源の把握・活用・開発，地域福祉の担い手の育成，地域生活課題の解決に向けた地域住民と

様々な団体とのネットワークづくりを進める等，高知市型共生社会の推進に取り組んでいます。 
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低出生体重児 

出生時に体重が 2,500ｇ未満で生まれた子どものことです。 

 

な 行 

乳児一般健康診査 

乳児期に３回，疾病及び異常の早期発見，乳児の発育発達・健康状態の確認及び適切な保健

指導を行う健康診断であり，公費助成を行っています。生後１か月，３～６か月，７～９か月

が推奨されています。 

 

乳児全戸家庭訪問事業 

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し，様々な不安や悩みを聞き，子育て支援に

関する情報提供等を行うとともに，親子の心身の状況や養育環境等の把握や助言をし，支援が

必要な家庭に対しては適切なサービス提供につなげるものです。 

 

乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

こども未来戦略方針（令和５年６月閣議決定）において，全ての子どもの育ちを応援し，子

どもの良質な成育環境を整備するとともに，全ての子育て家庭に対して多様な働き方やライフ

スタイルにかかわらない形での支援を強化するため，現行の幼児教育・保育給付に加え，満３

歳未満の未就園児が月一定時間までの利用可能枠の中で，就労要件を問わず時間単位で柔軟に

利用できる新たな通園制度です。 

 

妊婦歯科健診 

早産・低出生体重児の出産のリスクを高める歯周病について歯科医院で健診を受けるととも

に，ブラッシング指導やお口のクリーニングも受けることで歯周病予防につなげるものです。

妊娠中に１回分を公費助成しています。 

 

妊婦等包括相談支援事業 

令和７年度からの新規事業で，妊婦・そのパートナー等に対して，面談等の実施により必要

な情報提供や相談に応じるとともに，ニーズに応じて必要な支援につなげる伴走型相談支援を

行います。 

 

妊婦のための支援給付 

令和７年度からの新規事業で，妊婦の認定後５万円，妊娠している子どもの人数の届出を受

けた後５万円（×子どもの人数）の支給を行います。 

令和６年度までは，出産応援子育て給付金事業として妊娠届出時の面談，妊娠８か月時のア

ンケート回答を条件として出産応援給付金５万円，生後４か月目までの面談を受けることを条

件として子育て応援給付金５万円の支給をする経済支援と相談支援が一体化したものでした

が，令和７年度からは支給部分は「妊婦のための支援給付」，相談支援部分は「妊婦等包括相談

支援事業」となりました。 
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のびのび土佐っ子【保・幼・小連携】プログラム 

保・幼・小をつなぐ取組として，「人をつなぐ」・「教育をつなぐ」・「組織をつなぐ」の３つの

アプローチを提案したものです。 

 

は 行 

伴走型相談支援 

妊娠期から出産・子育てまで一貫して身近で相談に応じ，様々なニーズに即した必要な支援

につなぐことです。 

 

ひとり親家庭支援センター無料職業紹介所 

ひとり親家庭の保護者等を対象に，相談員による就業相談や就業情報の提供を行います。ま

た，ひとり親家庭支援センターでは弁護士等による養育費や慰謝料，親権等の法律相談や心理

カウンセラーなどによる専門相談を行っています。 

 

病児保育事業 

病児対応型，病後児対応型，体調不良児対応型の３つからなる事業です。 

①病児対応型は，病中の子どもを仕事等の都合のために家庭で保育できない保護者に代わっ

て，医療機関等に併設された施設で保育士と看護師が医師と連携を図りながら，一時的に

保育するもの。 

②病後児対応型は，病気の回復期にある子どもに対して①と同じく保育を行うもの。 

③体調不良児対応型は，保育中に体調不良となった児童に対して保健的な対応を行うもの。 

 

ファミリー・サポート・センター事業 

地域において，託児や送迎などの育児援助を受けたい人（依頼会員）と育児援助を行いたい

人（援助会員）がファミリー・サポート・センターに登録し，有償ボランティアによる相互援

助活動を行う事業です。 

 

フッ化物歯面塗布 

歯の表面にフッ化物を含む薬剤を塗布する，むし歯予防の方法の一つで，歯科医師の判断に

より，歯科医師又は歯科衛生士が行うものです。 

 

不妊治療費助成事業 

法律上の婚姻夫婦や事実婚の夫婦に対して，不妊治療にかかった費用の一部を助成するもの

で，令和４年４月から 43 歳未満の不妊治療が保険適用されたため，自治体により対象条件が

様々となっています。 

 

プレコンセプションケア 

若い世代から将来のライフプランを考えて，日々の生活や健康と向き合うことです。次世代

を担う子どもの健康にもつながるとして，近年注目されているヘルスケアです。 
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保育施設みらい構想 

本市においては平成 28年をピークに保育所や認定こども園などで利用児童数が減少し続け，

定員割れにより安定的な経営に支障が生じるなど，人口の地域偏在による教育・保育ニーズの

偏り，老朽化する施設の維持管理も課題となっています。 

このようなことから，令和４年９月に児童福祉審議会保育施設みらい構想検討部会を設置し，

人口や保育需要の予測に基づき，将来を担う子どもたちに良質な幼児教育・保育の提供体制を

確保するよう検討するものです。 

 

放課後児童健全育成事業 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し，授業の終了後に

小学校の余裕教室等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて，その健全な育成を図る事業

です。 

 

放課後児童対策パッケージ 

放課後児童対策の一層の強化を図るため，こども家庭庁と文部科学省が連携し，予算・運用

等の両面から集中的に取り組むべき対策として取りまとめたものです。 

 

母子家庭等自立支援給付金制度 

経済的に弱い立場にある母子家庭の母及び父子家庭の父の雇用の安定と就職の促進を図る

ため，資格取得の際の受講料や生活費の一部の助成を行うものです。 

 

母子健康手帳 

母子保健法第 16 条に基づき市町村が妊娠届出を行った妊婦に交付する手帳で，妊娠中の母

体や出生後の子どもの健康管理について記録するものです。 

 

母子父子寡婦福祉資金 

母子・父子家庭や寡婦の自立の助長と，福祉の向上を図るために，各種資金を貸し付けるも

のです。資金には，児童の進学のためのもの，母子・父子家庭の母・父や寡婦が技能や資格を

得るためのもののほか，生活に関する様々な資金があります。 

 

母子・父子自立支援員 

母子及び父子並びに寡婦福祉法に規定する，主に母子・父子家庭や寡婦が抱えている就業，

生業，住宅等生活上の悩みや子どもの養育等の相談業務に従事する者です。民生委員・児童委

員，児童相談所，女性相談支援センターその他関係機関と常に密接な連携を図り，母子家庭等

の福祉の増進を図ることを目的として，平成 15年４月に設置されました。 

 

母子保健コーディネーター 

親子サポートステーションに配置される，妊娠・出産・子育ての支援を行う者です。 
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や 行 

ヤングケアラー 

家族の介護やその他の日常生活上の世話を行うことにより，子どもとしての健やかな成長・

発達に必要な時間（遊び・勉強等）を奪われたり，ケアに伴い身体的・精神的負担が重い状態

にある子どものことです。 

 

要支援児童 

保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童のことです。 

 

幼児教育・保育の無償化 

子ども・子育て支援法の改正により，総合的な少子化対策を推進する一環として保護者の経

済的負担の軽減を図るため，令和元年 10 月から３歳以上及び０～２歳児までの住民税非課税

世帯の利用料が無償となった制度です。 

 

幼保小の架け橋プログラム 

子どもに関わる大人が立場を超えて連携し，架け橋期（義務教育開始前後の５歳児から小学

校１年生の２年間）にふさわしい主体的・対話的で深い学びの実現を図り，一人ひとりの多様

性に配慮した上で，全ての子どもに学びや生活の基盤を育むことを目指すものです。 

 

ら 行 

ライフコースアプローチ 

各ライフステージを対象にした対策にとどまらず，胎児期から高齢期に至るまで人の一生を

通して，継続した対策を講じることを意味するものです。 

 

利用者支援事業 

子どもや保護者の身近な場所で，保育所・幼稚園・認定こども園や地域の子育て支援事業な

どの利用について情報収集を行うとともに，それらの利用に当たっての相談に応じ，必要な助

言を行い，関係機関等との連絡調整等を実施する事業です。 

①基本型は，子育て家庭に身近な場所で寄り添い型の利用者支援と地域連携を共に実施する

もの。 

②特定型は，待機児童解消等を図るため，主に保育に関する施設等を円滑に利用できるよう

利用者支援を実施するもの。 

③こども家庭センター型は，保健師等の専門職が全ての妊産婦から子育て世帯に対し，母子

保健と児童福祉両機能の連携・協働を深めた，虐待への予防的な対応など個々の家庭に応

じた支援を実施するもの。 
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